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l択一式l労災保険法の適用
H 2 8・1 里竪土j

(7 1  ][Lコ(7 1 ]  
- 労災保険法の適用に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  障害者総合支援法に基づく就労継続支援を行う事業場と雇用契約を締結せずに
就労の機会の提供を受ける障害者には，基本的には労災保険法が適用されない。
B  法人のいわゆる重役で業務執行権又は代表権を持たない者が，工場長，部長の
職にあって賃金を受ける場合は，その限りにおいて労災保険法が適用される。
C  個人開業の医院が， 2 . 3 名の者を雇用して看護師見習の業務に従事させ，か
たわら家事その他の業務に従事させる場合は 労災保険法が適用されない。
D  インターンシップにおいて直接生産活動に従事しその作業の利益が当該事業場
に帰属しかっ事業場と当該学生との聞に使用従属関係が認められる場合には，

当該学生に労災保険法が適用される。
E  都道府県労働委員会の委員には，労災保険法が適用されない。
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. 中園Eヨf.l
A  正しい (平19.5.17基発0517002)。雇用契約を締結せ
ずに就労の機会の提供を受ける障害者は，労基法9 条の
労働者には該当しない。したがって，基本的に労災保険
法は適用されない。
B  正しい (昭23.3. 17基発461)。業務執行権や代表権を
持たない重役が. 工場長，部長の職にあって賃金を受け
る場合は，その限りにおいて労基法上の労働者であり，
労災保険法が適用される。
C  誤り。看護師見習の業務に従事させ，かたわら家事そ
の他の業務に従事させる場合は， 看護師見習いが本来の
業務であり，通常これに従事する場合は労基法の適用が
ある。したがって. 労災保険法も適用される (sH24.4.13  
基収886)。
D  正しい (平9.9.18基発636)。設問の学生は，労基法の
労働者にも該当し労災保険法が適用される。

E  正しい (昭25.8.28基収2414)。都道府県労働委員会の
委員は，労基法の労働者とは認め5れない。したがって，
労災保険法は適用されない。

巨豆田

207頁

207頁

207頁
逆に. 個人開業医で，家事
使用人として雇用し， 看護
師の業務を手伝わせる場合
は 労災保険法の適用は芯
い。

207頁

207頁関連
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l択一式l労災保険法の適用
H26-2 (/1 ](/ 1  )(LJコ

- 労災保険法の適用に関する次の記述のうち，誤っているものはいくつあるか。

ア 共同企業体によって行われる建設事業において，その全構成員が各々資金，人
員，機械等を拠出して，共同計算により工事を施工する共同施工方式がとられて
いる場合，保険関係は，共同企業体が行う事業の全体をーの事業とし. その代表

者を事業主として成立する。
イ ある事業に雇用される労働者が，その雇用関係を存続したまま，他の事業の業
務に従事する，いわゆる出向の場合における当該労働者に係る保険関係が出向元

事業と出向先事業とのいずれにあるかは，出向の目的及び出向元事業主と 出向先

事業主とが当該出向労働者の出向につき行った契約並びに出向先事業における出
向労働者の労働の実態等に基づ古，当該労働者の労働関係の所在を判断して，決

定する。
ウ 日本に本社を有する企業であれば. その海外支店に直接採用された者について

も，所轄都道府県労働局長に特別加入の申請をして承認を受けることによって，
労災保険法が適用される。
エ 2 以上の労災保険適用事業に使用される労働者は，それぞれの事業における労
働H寺関数に関係なくそれぞれの事業において，労災保険法の適用がある。

オ 労災保険は，労働者の業務又は通勤による災害に対して保険給付を行う制度で

あるが，業務の実態，災害の発生状況等に照ら し，実質的に労働基準法適用労働

者に準じて保護するにふさわしい者に対 し労災保険の適用を及ぼそうとする趣

旨から，中小事業主等に特別加入の制度を設けている。

A  一つ
B  二つ
C  三つ
D  四つ
E  五つ
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ア 正しい (法 3条 1項. 昭4l. 2.15基災発 8)。設問の共
同施工方式においては， 共同企業体が行う事業の全体を
ーの事業とし，その代表者を事業主として保険関係を成
立させる。
圏分担施工方式では，あらかじめ分担されている工事
部分をそれぞれ独立の事業とし共同企業体の各構成員
をそれぞれ事業主として，保険関係が成立する。

イ 正しい (法 3条 1項， 昭35.11.2基発932)。いわゆる
在籍出向労働者に対する労災保険の適用については， 出
向の目的及び出向元事業主と出向先事業主との出向契約
並びに出向労働者の労働実態等に基づき，当該労働者の
労働関係の所在を判断して決定される。
包上記の場合においても，出向労働者が出向先事業の
他の労働者と同様の立場で，出向先の事業主の指揮監督
を受けて労働に従事している場合には，出向元事業主か
ら金銭給付を受けている場合でも，二主企塁企のもと，

① 
当該出向労働者を出向先事業に係る保険関係によるもの
として取り扱う。

205頁関連

207頁
①一定の要件とは出向元
事業主力、らの金銭給付を
出向先事業主力、ら支払う賃
金として。 徴収i去に規定す
る事業の賃金総額に含めi

保険料を納付する旨を申し
出たときをいう。

ウ 誤り。いわゆる現地採用者は，海外派遣特別加入制度 I
の趣旨及び加入の要件からみて， 特別加入の資格がない
とされている。したがって，労災保険は適用されない( 法
36条，昭52 .3.30基発192)。

エ 正しい (法 3 条 1項，労基法 9 条) 。労災保険の適用| 圃J207頁
対象者は，適用事業に使用される労働者であり， 労基法
9条の労働者である。

オ 正しい( 法34条 1項，昭40.11. 1基発1454)。記述のと| 圃J2凶頁
おり。
したがって. A  (一つ) が正解となる。 巨互回

1・労災保険の目的及び適用 157 

園



l択一式l業務上の疾病，通勤による疾病等
Z21 2 閉さち

- 次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  業務上の負傷に起因する疾病は，労働基準法施行規則第35条及び別表第 1の 2
で定める業務上の疾病には含まれない。
B  通勤による疾病とは，通勤途上で生じた疾病その他厚生労働省令で定める疾病
をいう。
C  事業場内での事故による負傷であっても，例えば自動車の整備に従事する者が
事業場の施設内で休憩時間中に喫煙しようとしたところガソ リンの染み込んだ作
業衣に引火して生じた火傷は，休憩時間中の私的行為によるものであるので，業
務上の負傷に該当しない。
D  業務との関連性がある疾病であっても. 労働基準法施行規則別表第 lの2 第 1
号から第10号までに掲げる疾病その他 「業務に起因することの明らかな疾病J に
該当 しなければ，業務上の疾病とは認められない。
E  業務上の疾病が治って療養の必要がなくなった; 場合には，その後にその疾病が
再発しても. 新たな業務上の事由による発病でない限り. 業務上の疾病とは認め
られない。
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A  誤り。業務上の負傷に起因する疾病は，労基則35条及
び別表第 1の2 に含まれている( 法 7条 1項 l号，労基
則35条，別表第 1の 2 第 1号)。
B  誤り。設問中の「通勤途上で生じた疾病J は，“通勤

① 
による疾病" とされるとは限らない( 則18条の 4 ，昭
50.6.9基収4039)。園通勤による疾病とは， [ 通勤による
負傷に起因する疾病] その他[ 通勤に起因することが明
5かな疾病} と労災則で定められている。

212頁

214頁
①通勤による負傷又は通勤
に関連する諸種の状態が原
因と芯って発病したことが
医学的に認められるものを
[，iう。

C  誤り。休憩時間中であっても 自動車の整備に従事す| 圏J210頁
る者が，喫煙の際に，ガソリンの染み込んだ作業衣に引
火して生じた火傷は，業務災害に該当する (昭30.5 目 12
基発298)。
D  正しい (労基則35条，別表第 1 の 2，昭53 .3 .30基発 | 阻J212頁
186)。国別表第 lの 2 第11号において，その他「業務に
起因することの明5 かな疾病j と規定されており，第 1
号から第10号までに掲げる疾病以外であっても. 業務と
の相当因果関係の認め5 れる疾病については，業務上の
疾病と認め5れることとなっている。
E  誤り。再発は，原因である業務上の負傷又は疾病の述
続であるとされている。独立した別個の負傷又は疾病で
はないため，新たな業務上の事由による発病を要しない
(法 7 条. 昭23. 1. 9基災発13)。

[LEm 園

20日-209頁
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l択一式l心理的負荷による精神障害の認定基準
H 2 7・1 Eコ[/ ! 1(L口

. 厚生労働省労働基準局長通知 cr心理的負荷による精神障害の認定基準につい
てJ C平成田年12月26日付け墓発1226第 1号)，以下「認定基準J という。) に関
する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  認定基準においては， うつ病エピソードの発病直前の 2 か月関連続して 1月当
たりおおむね80時間の時間外労働を行い，その業務内容が通常その程度の労働時
間を要するものであった場合， 心理的負荷の総合評価は「強J と判断される。
B  認定基準においては，同僚から治療を要する程度のひどい暴行を受けてうつ病
エピソードを発病した場合， 心理的負荷の総合評価は「強」と判断される。

C  認定基準においては，身体接触のない性的発言のみのセクシュアルハラスメン
トである場合には，これによりうつ病エピソードを発病しでも，心理的負荷の総

合評価が「強」になることはない。
D  認定基準においては，発病前おおむね 6 か月の間の出来事について評価するこ
とから，胸を触るなどのセクシュアルハラスメントを繰り返し受け続けて 9 か月
あまりでうつ病エピソードを発病した場合. 6か月より前の出来事については，
評価の対象にならない。
E  認定基準においては，うつ病エピソードを発病した労働者がセクシュアルハラ
スメントを受けていた場合の心理的負荷の程度の判断は，その労働者がその出来
事及び出来事後の状況が持続する程度を主観的にどう受け止めたかで判断される。
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A  誤り 。発病直前の連続した2 か月間に， 1月当たりお
おむね120時間以上の時間外労働を行い，その業務内容

① 
が通常その程度の労働時間を要するものであった場合，
心理的負荷の総合評価は「強」と判断される (平23.12.
26基発1226第1 )。
B  正しい( 平23 .12.26基発1226第1 )。治療を要する程
度の暴行を受けた場合，ひどい嫌がらせ，いじめ，又は
暴行を受けたとして，心理的負荷の総合評価は「強」と
判断される。
C  誤り。身体接触のない性的発言のみのセクシュアルハ
ラスメントでも， 発言の中に人格を否定するようなもの

② 
を含み，かつ継続してなされた場合などは，総合評価は
「強」と判断される( 平23 .12. 26基発1226第1 )。
D  誤り。いじめやセクシュアルハラスメントのように出
来事が繰り返されるものについては， 発病の6か月より
も前にセクシユアルハラスメントが開始され，発病前 6
か月以内の期間にも継続しているときは， 開始時か5 の
すべての行為を評価の対象とする (平23.12.26基発1226
第1 )。

E  誤り。精神障害を発病した労働者がその出来事及び出
来事後の状況が持続する程度を主観的にどう受け止めた
かではなく，同種の労働者が一般的にどう受け止めるか

③ 
という観点から評価されるものである( 平23 目 12 .26基発
1226第1 )。

巨互回

213頁
①連続3 か月間lこ， 1月当
たりおおむね100時間以上
の時間外労働を行った場合
も同様に「強J と判断され
る。

213頁関連

212-213頁関連
②そのほか，性的発言のみ
であっても性的な発言が
継続して忽され，かつ会社
がセクシュアルハラスメン
トがあると把握していても
適切芯対応が芯く 改善が
芯され芯かった場合も.
「強」と判断される。

212頁( 0 肢)

212-213頁関連
③同種の労働者とは，職種.
職場における立場や職責
年齢. 経験等が類似する者
をいう。
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l択一式1心理的負荷による精神障害の認定基準
H 2 4・7 [7 1  )[LJコEつ

. 厚生労働省労働基準局長通知 cr心理的負荷による精神障害の認定基準につい
てJ 平成23年12月26日付け基発1226第 1号。以下「認定基準j という。) に関す
る次の記述のうち，誤っているものはどれか。
なお，本間において「対象疾病J とは. r認定基準で対象とする疾病」のこと

である。

A  認定基準においては，次のいずれの要件も満たす場合に，業務上の疾病として
取り扱う こととしている。
① 対象疾病を発病していること。
② 対象疾病の発病前おおむね 6 か月の問に，業務による強い心理的負荷が認め
られること。

① 業務以外の心理的負荷及び個体側要因により対象疾病を発病したとは認めら
れないこと。

B  認定基準における対象疾病の発病に至る原因の考え方は，環境由来の心理的負
荷( ストレス) と，個体側の反応性，脆弱性との関係で精神的破綻が生じるかど
うかが決まか心理的負荷が非常に強ければ，個体側の脆弱性が小さくても精神
的破綻が起こるし，逆に脆弱性が大きければ，心理的負荷が小さくても破綻が生
ずるとする「ストレス一脆弱性理論」に依拠している。
C  認定基準においては， r業務による強い心理的負荷」について，精神障害を発
病した労働者がその出来事及び出来事後の状況が持続する程度を主観的にどう受
け止めたかではなく，職種，職場における立場やl隊責，年齢，経験等が類似する
同種の労働者が一般的にどう受け止めるかという観点から評価されるとしている。
D  認定基準においては，例えば対象疾病の発病直前の 3週間におおむね120時間
以上の時間外労働を行っていたときには，手待時間が多いなど労働密度が特に低
い場合を除き. 心理的負荷の総合評価を「強」と判断するとしている。
E  認定基準においては，労災保険法第12条の 2の 2が労働者が故意に死亡したと
きは. 政府は保険給付を行わないと規定していることから，業務により精神障害
を発病したと認められる者が自殺を図った場合には. 業務起因性は認められない
としている。
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:  -.  
................................................... ............................................ 
A  正しい (平23.12.26基発1226第1 )。固いじめやセク
シュアルハラスメントのように，出来事が繰り返される
ものについては，発病の 6 か月よりも前にそれが開始さ
れている場合で，発病前 6か月以内の期間にも継続して
いるときは， 開始時かうのすべての行為を評価の対象と
することとされている。
B  正しい (平23.12 .26基発1226第1 )。記述のとおり。
C  正しい (平23.12.26基発1226第1 )。記述のとおり。
D  正しい (平23.12.26基発1226第1 )。包発病直前の 1
か月におおむね160時間を超えるよ うな時間外労働を
行った( 休憩時間は少ないが手待時間が多い場合等，労
働密度が特に低い場合を除く ) 場合も，極度の長時間労
働に従事したとして， 心理的負荷の総合評価は「強」と
される。
E  誤り。業務により精神障害を発病したと認められる者
が自殺を図った場合には，精神障害によって正常の認識，
行為選択能力が著しく阻害され， あるいは自殺行為を思
いとどまる精神的抑制力が著しく阻害されている状態に
陥ったものと推定し 業務起因性を認める (平23 .12.26
基発1226第1 )。
国業務災害と認められるためには， 一般に， 一次的

に差益還丘盤があり，二次的に豊重皇国盤があることが
① ②  
必要とされている。

巨互園

212頁

213頁関連

213頁関連

213頁

213頁
①業務遂行性一労働者が労
働契約に基づいて事業主
の支配下にある状態をいう。
②業務起因性災害が業務
に起因して発生しその災
害が原因となり傷病等が発
生したという相当因果関係
をいう。
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l択一式l業務災害
H 2 8・2 Eコ回コE口

- 業務起因性に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  道路清掃工事の日雇い労働者が。正午からの休憩時間中に同僚と作業場内の道
路に面した柵にもたれて休憩していたところ. 道路を走っていた乗用車が運転操
作を誤って中11&に激突した時に逃げ遅れ，柵と自動車に挟まれて胸骨を骨折した; 場
合，業務上の負傷と認められる。

B  炭鉱で採掘の仕事に従事している労働者が 作業中泥に混じっているのを見つ
けて拾った不発雷管乞休憩時間中に針金でつついて遊んでいるうちに爆発し
手の指を負傷した場合，業務上の負傷と認められる。
C  戸外での作業の開始15分前に いつもと同様に 同僚とドラム缶に薪を投じて
暖をとっていた労働者が，あまり薪が燃えないため，若い同僚が機械の掃除用に
作業場に置いてあった石油を持ってきて薪にかけて燃やした際，火が当該労働者
のズボンに燃え移って火傷した; 場合，業務上の負傷と認められる。

D  建設中のクレーンが未曽有の台風の襲来により倒壊するおそれがあるため，暴
風雨のおさまるのを待って倒壊を| 坊ぐ応急措置を施そうと，監督者が労働者16名
に，建設現場近くの， 山腹谷合の狭地にひな壇式に建てられた労働者の宿舎で待
機するよう命じたところ，風で宿舎が倒壊しそこで待機していた労働者全員が死

亡した場合. その死亡は業務上の死亡と認められる。
E  以前にも退勤時に約10分間意識を失ったことのある労働者が，工場の中の 2 "C
の場所で作業している合聞に暖を採るためス トーブに近寄り，急な温度変化のた
めに貧血を起こしてス トーブに倒れ込み火傷により死亡した場合，業務上の死亡

とま思められる。
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IEL守園Eヨ;1
A  正しい([1百25 .6.8基災収1252)。休憩時間中であっても，
道路清掃工事に従事する者が，作業場内の道路の傍らで
休憩していた際の事故は，業務上の負傷と認められる。
B  誤り。設聞は， 休憩時間中の出来事であり，拾った不
発雷管で遊んでいた際の事故である。業務との起因性は
なく 「業務外」の負傷である( 昭27. 12.1基災収3907)。
C  正しい( 昭23 .6. 1基発1458)。作業開始前ではあるが，
事業場施設の利用中の事故として，設問は，業務上の負
傷と認められる。

D  正しい( 昭29. 11. 24基収5564)。設問は， 天災事変に
よる災害であるが， 監督者の命令による待機中の事故で

あり， 業務起因性が認められる。
E  正しい( 昭38 .9.30基収2868)。作業中の事故であり，
設問の事故は業務災害として認められる。

- 休憩時間中の事故か業務災害となるポイント困
| 事業主の管理下支配下にある

事業場施設内で行動 |  易
業務遂行性あり

事業場施設に起因する i 業務起因性あり

(IEm I;i 

210頁

210頁

209-210頁

209頁

209頁
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l択一式l通勤災害
H 2 8・3 (/ 1  )(LIコE口

園通勤災害に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  商! 古が閉j苫した後は人通りがなくなる地下街入口付近の暗いところで，勤務先
からの帰宅途中に，暴漢に後頭部を殴打され財布をとられたキャバレー勤務の労
働者が負った後頭部の裂傷は，通勤災害と認められる。

B  会社からの退勤の途中に，定期的に病院で¥ 比較的長時間の人工透析を受ける
場合も，終了して直ちに合理的経路に復した後については，通勤に該当する。
C  午前の勤務を終了し平常通り，会社から約300メー トルのと ころにある自宅
で昼食を済ませた労働者が，午後の勤務に就くため12時45分頃に自宅を出て県道
を徒歩で勤務先会社に向かう途中，県道脇に駐車中のトラ ックの脇から飛び出し
た野犬に下腿部をかみつかれて負傷した場合. 通勤災害と認められる。
D  勤務を終えてパスで退勤すべくバス停に向かった際，親しい同僚と一緒になっ
たので，お互いによく利用している会社の隣の喫茶庖に立ち寄り， コーヒーを飲

みながら雑談し 40分程度過ごした後，同僚の乗用車で合理的な経路を通って自
宅まで送られた労働者が，車を降りようとした際に釆用車に追突され負傷した場
合，通勤災害と認められる。
E  マイカ一通勤をしている労働者が，勤務先会社から市道を挟んだところにある
同社の駐車場に寧を停車し徒歩で職場に到着しタイムカードを押した後，フォ
グライ 卜の消し，官、れに気づき 徒歩で駐車場へ引き返すべく市道を横断する途中，

市道を走ってきた軽自動車にはねられ負傷した場合. 通勤災害と認められる。
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A  正しい (昭49.6.19基収1276)。設問の災害は，労働者| 圃J214頁
の恐意的行為により生じたものではなく，特別な事情も
見いだせないことから， 通勤に伴う危険が具体化したも
のと認められる。したがって，通勤災害と認められる。
B  正しい (法 7条 3項，労災法コンメンタール198頁)0 I岨 J220頁

比較的長時間の人工透析も. ['日常生活上必要な行為で
あって厚生労働省令で定めるものをやむを得ない事由に
より行うための最小限度のものJ に含まれる。
C  正しい (昭53.5.30基収1172)。設問の災害は， 通塾ι

① 
内在すると認め5 れる危険が具体化したものであり，通
勤との相当因果関係が認められる。
D  誤り。喫茶庖に立ち寄り過ごした行為は. [ 'ささいな
行為j 等には該当しない。したがって，通勤災害と認め
られない (昭49.11.15基収1867)。
E  正しい (昭49.6. 19基収1739)。設問のように，駐車場
に引き返す行為は， 一般的にあり得ることであり， 通勤
とかけ離れた行為ではなく，時間の経過もほとんどない
ことから，通勤災害として扱われる。

巨互園

214頁
①通勤に内在する危険には
@ 具体的芯通勤行為(歩行
自動車の運転等) に内在す
る危険のほか. ⑪通勤経路
内に内在し. 通勤行為に
伴って具体化する危険も含
まれる。

219頁 (0肢)

214頁ほか(E肢)
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1択一式l業務災害，通勤災害
伝扇主主盟

[/ 1  )[LIゴ巨口H 2匂- o
- U !l瓦〕

- 業務災害及び通勤災害に関する次の記述のうち，正しいものはいくつあるか。

ア 業務上の疾病の範囲は，労働基準法施行規則別表第一の二の各号に掲げ‘られて
いるものに限定されている。
イ 業務に従事している労働者が緊急行為を行ったとき，事業主の命令がある場合
には，当該業務に従事している労働者として行うべきものか否かにかかわらず¥
その行為は業務として取り扱われる。

ウ 業務に従事していない労働者が使用されている事業の事業場又は作業場等に
おいて災害が生じている際に 業務に従事している同僚労働者等とともに，労働
契約の本旨に当たる作業を開始した場合には，事業主から特段の命令がないとき
であっても，当該作業は業務に当たると推定される。
エ 業務上の疾病が治って療養の必要がなくなった場合には，その後にその疾病が
再発しても. 新たな業務上の事由による発病でない限り，業務上の疾病とは認め
られない。

オ 労災保険法第 7 条に規定する通勤の途中で合理的経路を逸脱した場合でも，日
常生活上必要な行為であって厚生労働省令で定めるものをやむを得ない事由によ
り行うための最小限度のものである場合は，当該逸脱の問も含め同条の通勤とす

る。

つ
つ
つ
つ
つ

一
二

三

四
五

A
B
C
D
E
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:4 EEL守圃F iil
..... ............. .. ............. ....... .... .. ..... ... .... .. .............. ... ... .. ... .. .......・

ア 正しい (労基則35条， 別表第 lの 2)。業務上の疾病
の範囲は，労基則別表第 1の 2各号に掲げられている。
イ 正しい (平21- 7.23基発0723第14)。
園業務に従事している場合の緊急行為因

@  事業主の命令がある..業務として扱われる。
@  事業主の命令がない…同僚労働者等の救談など. 労
働者として行うべきものは. 業務として取り扱う。

ウ正しい (平2l. 7  .23基発0723第14)。
・業務に従事していない場合の緊急行為因

@ 事業主の命令がある…私的行為ではなく ，業務とし
て取り扱う( 労働者として行うべきか否かを問わない)。

@  事業主の命令がない…労働契約の本旨に当たる作業
を開始した場合は，当該作業は業務に当たると推定す
る。

212頁

210頁

210頁

エ 誤り。再発は， I原因である業務上の負傷又は疾病の | 圏j 232頁
連続であって，独立した別個の負傷又は疾病ではないか

ら， 引き続き災害補償は行われるべきであるJ とされて
いる (昭23. l. 9基災発13)。
オ 誤り 。「日常生活上必要な行為であって厚生労働省令
で定めるものをやむを得ない事由により行うための最小

限度のもの」であっても， 選盟の聞は通勤かう除かれる
① 

(法 7条 3項ただし書)。
したがって，c  (三つ) が正解となる。

巨互園

219頁
①逸脱 中断の後の往復行
為も. r通勤J と認められ
得る。
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l択一式l業務災害，通勤災害
届ZEE祖・・E 重要度A

H 2 7・3 E口(7 1 )巴コ
- 業務災害及び通勤災害に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  勤務時間中に，作業に必要な私物の眼鏡を自宅に忘れた労働者が，上司の了解
を得て，家人が届けてくれた眼鏡を工場の門まで自転車で、受け取りに行く途中で¥
運転を誤り，転落して負傷した場合，業務上の負傷に該当する。
B  会社の休日に行われている社内の親|陸野球大会で労働者が転倒し負傷した場合，
参加が推奨されているが任意であるときには. 業務上の負傷に該当しない。
C  配管工が，早朝に，前夜運搬されてきた小型パイプが事業場の資材置場に乱雑
に荷下ろしされていたためそれを整理していた際，材料が小型のため付近の草む
らに投げ込まれていないかと草むらに探しに入ったところ，その草むらの中に棲

息していた毒蛇に足をl皮まれて負傷した場合，業務上の負傷に該当する。
D  業務終了後に，労働組合の執行委員である労働者が， 事業場内で開催された賃
金引上げのための労使協議会に 6時間ほど出席した後，帰宅途上で交通事故に
あった場合，通勤災害とは認められない。
E  会社からの退却Jの途中で美容院に立ち寄った場合. 髪のセッ トを終えて直ちに
合理的な経路に復した後についても，通勤に該当しない。
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:  
A  正しい (法 7 条 1項，昭32.7.20基収3615)。記述のと
おり。
B  正しい (法 7 条 1項， 平12.5.18基発366)。運動競技
会の参加が強制されている場合には， 業務遂行性が認め
5 れ，業務災害になり得る。設聞は，参加が任意であり，
業務災害には該当しない。
国事業場内の運動競技会は，同一事業場又は同一企業
に所属する労働者全員の出場を意図して行われるもので
なければ，業務行為とは認められない。
C  正しい (法 7 条 1項. 11百27.9.6基災収3026)。作業中
の労働者がその地に多 く生息する毒蛇にかまれ負傷した
場合は，業務災害である。
D  正しい (法 7 条 2項，昭50.11 .4基収2043)。労使協議
会の 6 時間は，社会通念上就業と帰宅との直接的関連を
失わせると認められるほどの長時間であり，設聞は通勤
災害と認められない。
E  誤り。出退勤の途中. JA ・美容のため美容院に立ち寄
る行為は，特段の事情が認められる場合を除き . 8 且量

① 
の購入その他これに準する日常生活上必要な行為に該当
主盃。したがって，その後，合理的な経路に復した後は，
通勤に該当する (法 7 条 2項， 昭58 .8.2基発420)。

巨豆田

209頁

210頁

209頁

217頁

220頁
①通勤に係る往復の経路を
逸脱又は中断しても 当該
逸脱又は中断が。日常生活
上必要な行為であって厚生
労働省令で定めるものをや
むを得芯い事自により行う
ための最小限度のものであ
る場合は。逸脱中断の後
の往復行為も. [ ' 通勤」と
認められる。
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l択一式l業務災害，通勤災害
‘l!)H 2 6・1 巴 一 時A

園業務上災害等に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  自動車運転手が，長距離定期貨物使の運送業務の途上，会社が利用を認めてい
る食堂前に至ったので，食事のために停車し食堂へ向かおうとして道路を横断中
に，折から進行してきた自動車にはねられて死亡した災害は業務上とされている。
B  自動車運転手A は. 道路工事現場に砂利を運搬するよう命ぜられ，その作業に
従事していた。砂利を敷き終わり. A が立ち話をしていたところ，顔見知りの B
が来て，ちょっと運転をやらせてくれと頼んで運転台に乗り，運転を続けたが，
A は黙認していた。B が運転している|筏 A は車のステップ台に来っていたが，
B の不熟練のために電柱に衝突しそうになったので，とっさにA は飛び降りよう
としたが，そのまま道路の外側にはね飛ばされて負傷した。このA の災害はA の
職務逸脱によって発生したものであるため. 業務外とされている。
C  事業場施設内における業務に就くための出勤又は業務を終えた後の退却jで「業
務」と接続しているものは. 業務行為そのものではないが，業務に通常付随する

準備後始末行為と認められている。したがって. その行為中の災害については，
労働者の積極的な私的行為又は恋意行為によるものと認められず，加えて通常発
生しうるような災害である場合は，業務上とされている。
D  上司の命により従業員の無届欠勤者の事情を調査するため，通常より約30分早
く「自宅公用外出j として自宅を出発，自転車で、欠勤者宅に向かう途中電車には

ねられ死亡した災害は業務上とされている。
E  明日午前 8 時から午後 1時までの聞に，下請業者の実施する|燐11汀での作業を指
導監督するよう 出張命令を受け， 翌日，午前 7時すぎ，自転車で自宅を出発し，
列車に乗車すべく進行中，踏切で列車に衝突し死亡したが，同人が乗車しようと
していた列車が通常の通勤の場合にも利用していたものである場合は，通勤災害

とされている。
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:  
•••............. . .. •..... . ..... . . .••••••• . .• .... . ......... . . ...••. ....... . ...... •• . ....• .• ... . . 

A  正しい( 昭32.7.19基収4390)。作業の中断中の事故で
あるが，生理的必要行為で、あか業務上である。
B  正しい (昭26.4.13基)1又1497)。業務外である。顔見知
りの他人に自動車を運転させる行為は，労働者の判断で

行われたものであり ，合理t性又は必要性が認め5れない。
C  正 しい( 昭50.12 .25基収1724)。業務上である。準備
後始末行為中の災害は，労働者の積極的な私的行為又は

恐意行為によるものと認められず，通常発生しうる よう

なものであれば，業務上災害とされる。

D  正しい(昭24.12. 15基収3001)。業務上である。設問は，
自宅かう直接用務地へ向かう途中の事故であ り，業務上

災害とされる。
E  誤り 。設聞は，業務災害である (昭34.7.15基)1又2980)。
出張中は，その用務の成否や遂行方法などについて包括

的に事業主が責任を負っている以上，特別な事情がない

限り， 出張過程の全般について事業主の支配下にある。

したがって，追突した列車が通常の通勤に利用していた

ものであっても，当該災害は通勤災害には該当しない。

- 業務遂行性が認められる場合 国
業務1<:従事 作業中，作業の準備・後
している 始末

事業主の支配下にあ
り，かつ，管理下に 作業の中断ー 生理的必要
ある 業務に従事 行為 ー反射的行為

してい忽い 休憩、・事業場施設の利用
主主ど

事業主の支配下にあ 業務1<:従事 出張中( 出張過程の全般)るが，管理下にない している

巨互固

209頁

211頁

209 -210頁

210頁

210頁
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i択一式l通勤災害，業務災害
伝扇軍n . 臨 鷹 A

H25-7 Eヨ医コE日
- 通勤災害及び業務災害の範囲に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  転任等のやむを得ない事情のために同居していた配偶者と別居して単身で生活
する者や家庭生活の維持という観点から自宅を本人の生活の本拠地とみなし得る
合理的な理由のある独身者にとっての家族の住む家屋については，当該家屋と就
業の場所との聞を往復する行為に反復 ・継続性が認められるときは住居と認めて

差し支えないが. r反復・継続性」とは，おおむね 2か月に 1回以上の往復行為
又は移動がある場合に認められる。
B  出張の機会を利用して当該出張期間内において，出張先に赴く前後に自宅に立
ち寄る行為( 自宅から次の目的地に赴く行為を含む。) については，当該立ち寄
る行為が，出張経路を著しく逸脱していないと認められる限か原則として，通
常の出張の場合と同様，業務として取り扱われる。
C  通勤の途中において 歩行中にビルの建設現場から落下してきた物体により負

傷した場合，通勤による災害と認められない。
D  自殺の場合も，通勤の途中において行われたのであれば，通勤災害と認められ
る。
E  通勤の途中で、怨恨をもってけんかをしかけて負傷した場合，通勤災害と認めら
れる。
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:4 ・出国F.tfl.............................. .................................... .............................  
A  誤り 。「反復・継続性j とは，おおむね毎月 1 回以上
の往復行為がある場合に認められる( 法 7 条 2 項，平
7.2.1基発39 .事務連絡 6，平18.3.31基労管発0331001) 0
・ 「住居」の具体的判断例因

単身赴任者等が. 就業の場所と家族の住む家庭との聞
を往復する場合において，当該往復行為に反復・継続性
が認められるときは，その家族の住む家屋を「住居J と
して取り扱う。
ここでの「反復 ・継続性」の基準は. 上記解説のとお
り。

215頁

B  正しい( 法 7 条 1項，平7.2.1事務連絡6，平18.3.31基 l 圃 J210頁
労管発0331∞1)。出張中に災害が発生した場合は， 出張

過程の全般について事業主の支配下にあり，積極的な私
的行為 ・恋意的行為で旨い限り， 業務災害と認められる。
C  誤り。設問は，災害が通勤の途中で生じたものであり，
その災害が通勤に起因するため，通勤災害と認められる

(法 7条 2項，平18.3.31基発0331042)。
D  誤り 。自殺は， 通勤をしているととが原因となって災
書が発生したものではないため，通勤災害と認められな
い( 法 7条 2項，平18.3.31基発0331042)。
E  誤り。通勤の途中で怨恨をもってけんかを しかけて負
傷した場合は. 通勤をしていることが原因となって災害
が発生したものではないため，通勤災害と認められない

(法 7条 2項，平18.3.31基発0331042)。

巨互悶

214頁

214頁

214頁
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l択一式l通勤災害等
‘防H25-4 [/ 1  HLIコ巨ゴ
- 通勤災害等に関する次のアか5オの記述のうち，誤っているものの組合せは，後
記A か5 Eまでのうちどれか。

ア 通勤の途中，経路上で遭遇した事故において. 11反倒 したタンクローリーから流
れ出す有害物質により急性中毒にかかった場合は，通勤によるものと認められる。
イ 政府は，療養の開始後 3 日以内に死亡した者からは，一部負担金を徴収する。
ウ 政府は，同ーの通勤災害に係る療養給付について既に一部負担金を納付した者
からは， 一部負担金を徴収しない。
エ 労働者が，就業に闘し住居と就業の場所との聞の往復を合理的な経路及び方
法により行うことのみが通勤に該当する。
オ 女性労働者が一週間に数回，やむを得ない事情により，就業の場所からの帰宅
途中に最小限の時間，要介護状態にある夫の父を介護するために夫の父の家に立
ち寄っている場合に，介護終了後，合理的な経路に復した後は，再び通勤に該当

する。
A  (アとウ)
D  (イとオ)

B  (アとエ)
E  (ウとオ)
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:4・2EEf E
ア正しい ( 法 7 条 2 項，平18.3.31基発0331042)。設問

は「通勤による疾病j として扱われる。
① 

イ 誤り。療養の開始後3 日以内に死亡した者からは，一
部負担金は徴収しない (法31条 2 項，則44条の 2 第 1項

2号)。
ウ正しい ( 法31条 2 項，則44条の 2 第 1項 3 号)。
. 一部負担金の対象から除かれる者 (則44条の 2 )因

@  第三者の行為によって生じた事故により療養給付を
受ける者

@  療養の開始後 3 日以内に死亡した者，その他休業給
付を受けない者
の 同一の通勤災害に係る療養給付について既に一部負
担金を納付した者

@ 特別加入者についても， 一部負担金の対象となら忽
い (11百52.3 .30基発192)。

214頁
①通勤による疾病とは.r通
勤による負傷に起因する疾
病」その他「通勤に起因す
ることが明らかな疾病」で
ある。

258頁(イ)

258頁( ウ)

エ 誤り 。設問のほか， (3)厚生労働省令で定める就業の場 l 圃 J214頁
所から他の就業の場所への移動. @ 住居と就業の場所と

の聞の往復に先行し又は後続する住居間の移動(一定

の要件に該当するものに限る) についても，要件を満た

すと通勤に該当する( 法 7 条 2 項)。
オ 正しい (法 7 条 3 項，則 8 条 5号)。 盟皇室盤の介護

② 
であり， やむを得忽い事由により行うための最小限度の

もので，当該介護が反復継続して行われているため，設

問は通勤に該当する。

したがって， cの組合せ( イとエ) が正解となる。

巨互園

219-22日頁
②対象家族と!<J;，
@ 配偶者( 事実上婚姻関係
と同様の事情にある者を
含む)

⑪父母及び子
@ 配偶者の父母
。同居しかっ扶養して
いる祖父母兄弟姉妹及
び孫
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l択一式l通勤‘。脳・1 E口巨己(7 1 )  
- 通勤災害とは，労働者の通勤による負傷，疾病，障害又は死亡をいうが，この通
勤に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  寝過ごしにより就業場所に遅刻した場合は. 通勤に該当することはない。
B  運動部の練習に参加する目的で，午後の遅番の出勤者であるにもかかわらず，
朝から住居を出る等，所定の就業開始時刻とかけ離れた時刻に会社に行く場合も，

通勤に該当する。
C  日々雇用される労働者が公共職業安定所等でその日の職業紹介を受けるために
住居から公共職業安定所等まで行く行為は，通勤に該当しない。
D  昼休みに自宅まで時間的に 卜分余裕をもって往復できる労働者が，午前中の業
務を終了して帰り . 午後の業務に就くために出勤する往復行為は，通勤に該当 し

ない。
E  業務の終了後，事業場施設内て¥ サークル活動をした後に帰宅する場合は，社
会通念上就業と帰宅との直接的関連を失わせると認められるほど長時間となる よ
うな場合を除いても，通勤に該当することはない。
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:  

A  誤り。寝過ごしにより遅刻した場合に，時刻的に若干
の前後があっても， 就業との関連性はあり，通勤に該当
し得る( 法 7 条 2項，平18.3.31基発0331042)。

・就業との関連性因

通勤と認められるには，移動行為が業務と密接な関係
をもって行われるととが必要で、ある。

B  誤り。就業開始時刻とかけ離れた時刻に会社に行く場
合は，業務以外の目的のために行われるものと考えられ，

通勤に該当しない( 法 7条 2項，平18.3.31基発0331042)。
C  正しい( 法 7 条 2 項，平18.3 .31基発0331042)。住居
から公共職業安定所等まで行く行為は， 未だ就職できる
か確実でない段階であり， 就業のための出勤行為である
とはいえす，通勤に該当しない。

D  誤り 。通勤は 1 日につき 1回のみしか認め5 れないも
のではない。したがって，設問の場合，午前中の業務が
終了して自宅へ帰り，午後の業務に就くために出勤する
ものと考えられるため，その往復の行為は就業との関連
性が認め 5 れ， 通勤に該当 し得る( 法 7 条 2 項，平
18 .3.31基発0331042)。
E  誤り。事業場施設内でのサークル活動後に帰宅する場
合でも，社会通念上就業と帰宅との直接的関連を失わせ

るほど長時間となる場合を除き，就業との関連性は認め
ても差し支えないと されており，通勤に該当 し得る( 法
7 条 2項，平18 .3. 31基発0331042)。

巨互園

217頁

217頁

217頁関連
〈繍足〉日々雇用される労
働者が公共職業安定所等
でその日の職業の紹介を受
けた後に. 紹介先へ向かう
場合でi その事業で就業す
ることが見込まれるときは
就業との関連を認め通勤
に該当し得る。

217頁( D 肢)

217頁
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l択一式l給付基礎日額‘D H 2 1ー2 匠コE口(71 )  
- 給付基礎日額に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  給付基礎日額は，労働基準法第12条の平均賃金に相当する額とされ， この場合
において，同条第 1項の平均賃金を算定すべき事由の発生した日は，業務災害及
び通勤災害による負傷若しくは死亡の原因である事故が発生した日又は業務災害
及び通勤災害による疾病の発生が診断によって確定した日である。
B  労働基準法第12条の平均賃金に相当する額を給付基礎日額とすることが適当で
ないと認められるときは，厚生労働省令で定めるところによって所轄労働基準監
督署長が算定する額を給付基礎日額とする。
C  給付基礎日額に 1円未満の端数があるときは. それが 1円に切り上げられる。
D  給付基礎日額のうち， ①年金給付の額の算定の基礎として用いるもの，②療養
開始後 1年 6か月を経過した日以後に支給事由が生じた休業補償給付又は休業給
付の額の算定の基礎として用いるもの， ①障害補償一時金若しくは障害一時金又
は遺族補償一時金若しくは遺族一時金の額の算定の基礎として用いるものについ
ては，所定の年齢階層ごとの最高限度額及び最低限度額が設定されている。
E  特別加入者の給付基礎日額は，中小事業主等については当該事業に使用される
労働者の賃金の額その他の事情を考慮し 一人親方等については当該事業と同種
若しくは類似の事業又は当該作業と同種若しくは類似の作業を行う事業に使用さ
れる労働者の賃金の額その他の事情を考慮し海外派遣者については中小事業主
等の場合に準じて. 厚生労働大臣が定める額による。
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A  正しい( 法 8 条 1 項)。平均賃金の算定事由発生日は.
事故が発生した日又は疾病の発生が診断によって確定し
た日である。
B  正しい( 法 8条 2項. 9条 l項)。労基法の平均賃
金に相当する額を給付基礎日額とすることが適当でない
と認められるときは， 所轄労働基準監督署長が算定する
額を給付基礎日額とする。

221頁

221頁

C  正しい (法8 条の 5 )。給付基礎日額に 1 円未満の端| 圃J229頁
数があるときは. 1円に切り上げられる。
包労基法上の平均賃金の端数処理については， 銭位未
満の端数は切り捨てることとされている( 昭22 .11 .5基
発232)。
D  誤り 。一時金の給付基礎日額には，年齢階層別の最

① 
低 ・最高限度額は適用されない (法 8 条の 2 第 2 項. 8  
条の 3 第 2 項. 8 条の 4 )。
因休業給付基礎日額は，療養を開始した日から起算し
て 1年 6か月経過した日以後から年齢階層別の最低 ・最
高限度額の適用があ り，年金給付基礎日額は，年金が支
給された月から年齢階層別の最低 ・最高限度額の適用が
ある。
E  正しい (法34条 1項 3号. 35条 I項 6号. 36条 1項 2
号)。記述のとおり。
図具体的には. 厚生労働大臣の定めた額の中から，特
別加入者の希望する額に基づいて， 都道府県労働局長が
決定した額とされる。

巨互園

229頁
①スライド制については
年金給付基礎自額に係るス
ライドを準用して改定する。

293頁関連
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l択一式i療養補償給付
‘回附4 区コ図ゴ巨口
- 労災保険給付に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  被災労働者が，災害現場で、医師の治療を受けず医療機関への搬送中に死亡した
場合，死亡に至るまでに要した搬送費用は. 療養のためのものと認められるので
移送費として支給される。
B  労働者が遠隔地において死亡した場合の火葬料及び遺骨の移送に必要な費用は，
療養補償費の範囲には属さない。
C  業務災害の発生直後，救急患者を災害現場から労災病院に移送する場合，社会
通念上妥当と認められる場合であれば移送に要した費用全額が支給される。
D  死体のアルコールによる払拭のような本来葬儀屋が行うべき処置であっても，
医師が代行した場合は療養補償費の範囲に属する。
E  医師が直接の指導を行わない温泉療養については，療養補償費は支給されない。
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一.・. ..... ... ..・・..・・・・..・・・・・・・.. ..... ..・・......... .... ... .... ... ........ ............ ... ....... .
A  正しい( 昭30.7.13基収841)。死亡に至るまでに要し
た搬送費用は. 療養のためのものと認められる。したがっ
て， 移送費として支給される。因死体移送費は，療養の
範囲である移送費と しては認められない( 昭27.10.28基
発747)。
B  正しい( 昭24.7.22基収2303)。 記述のとおり。
C  正しい( 昭31. 9.22基収1058)。 移送費については，

請求額が社会通念上妥当と認め5れる場合は， 全額を支
払って差し支えない。
D  誤り。設問のような，本来葬儀屋が行うべき処置を医
師が代行した場合は， 葬祭料の範囲に属する( 昭

23.7. 10基災発97)。

231頁

231頁

231頁

231 .255頁

E  正しい( 昭25.10.6基発916)。温泉療養は， 医闘が直 | 圏 1231頁

接指導のもとに行うものに限り， 療養補償給付の対象と

なる。

回療養 ( 補償) 給付の範囲 因
[ 原則] 療養の給付 [ 例外] 療養の費用の支給

範囲は，療養の給付と同じ。
要と認めたもの
@ 診察 療養の給付をすることが困難
。 薬剤又は治療材料の支給 な場合のほか，療養の給付を
。 処置， 手術その他の治療 受け芯いことにつき労働者に
。 居宅における療養上の管 相当の理由がある場合に，療
理及びその療養に伴う世話 養の給付に代えて療養の費用
その他の看護 の支給が行われる。
@  病院又は診療所への入院
及びその療養に伴う世話そ
の他の看護
G  移送

巨互園

.  .  
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l択一式l療養補償給付，療養給付‘。附ー2 白
- 療養補償給付及び療養給付に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  療養の給付は，社会復帰促進事業と して設置された病院若しくは診療所又は都
道府県労働局長の指定する病院若しくは診療所. 薬局若しくは訪問看護事業者に
おいて行われる。
B  療養の給付は，その傷病が療養を必要としなくなるまで、行われるので，症状が
安定して疾病が固定した状態になり，医療効果が期待しえない状態になっても，
神経症状のような傷病の症状が残っていれば，療養の給付が行われる。
C  療養補償給付たる療養の給付を受けようとする者は，厚生労働省令に規定され
た事項を記載した請求書を，直接，所持労働基準敢督署長に提出しなければなら
ない。
D  事業主は，療養補償給付たる療養の給付を受けるべき者から保険給付を受ける
ために必要な証明を求められたときは， 30日以内に証明しなければならない旨.
厚生労働省令で規定されている。
E  政府が療養給付を受ける労働者から徴収する一部負担金は，第三者の行為に
よって生じた交通事故により療養給付を受ける者からも徴収する。
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A  正しい( 則11条 1項)。療養の給付は指定病院等にお
いて行われる。
B  誤り。療養の給付は，その傷病が療養を必要としなく
なるまで行われる。なお，症状が残っていても，それが
安定して， もはや治療の効果が期待できす療養の余地が
なくなった場合は，療養の必要がなくなったものとされ，
療養の給付は行われない( 法13条 1項， 昭23 .1.l3基災
発 3 )。図療養補償給付は， 傷病の温些前に支給される。

① 
治ゆ後は，その支給は打ち切られる。
C  誤り。療養の給付を受けようとする者は，療養補償給

付たる療養の給付請求書を， 指定病院等を経由して所轄
労働基準監督署長へ提出する(則12条 l項)。
・受給手続国

療養の給付 吟指定病院等を経由して所轄労働基
準監督署長へ提出

療養の費用の支給吟直接，所轄労働基準監督署長へ提出

D  誤り。事業主が30日以内に証明しなければならない旨
の規定はない( 則12条 2項， 12条の 2第2項ほか)。
E  誤り。第三者の行為によって生じた事故により療養給
付を受ける者からは， 一部負担金を徴収しない (法31条
2項，則44条の 2 第 1項 1号)。

直 固

231頁

232頁
①治ゆと1< 1 : . 症状が固まり，
それ以上治療しても効果が
期待でき芯いため 療養の
必要がなく芯った状態をい
う( 障害が残る場合もある) 。

232頁

232頁関連

258頁
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l択一式l療養給付
H 2 5・5 Zコ巨ゴ巨コ

- 療養給付たる療養の給付を受けようとする者が，療養の給付を受けようとする指
定病院等を経由して所轄労働基準監督署長に提出しなければな5ない請求書に記
載し怠ければなうない事項として，労災保険法施行規則に掲げられていないもの
はどれか。

A  災害の発生の時刻及び場所
B  通常の通勤の経路及び方法
C  療養の給付を受けようとする指定病院等の名称及び所在地
D  加害者がいる場合，その氏名及び住所
E  労働者の氏名，生年月日及び住所
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IE辺国Ftfl
療養給付たる「療養の給付J を受けようとする者は.r療

養給付たる療養の給付請求書」を，指定病院等を経由して，

所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。当該蓋
① 

求書に記載しなければならない事項は，次のとおり労災法

施行規則に掲げられている。

労働者の氏名 生年月日及び住所←E 肢
一 事業の名称及び事業場の所在地
一負傷又は発病の年月日
四 災害の原因及び発生状況
五 療養の給付を受けよ うとする指定病院等の名称及び所
在地←C 肢

六 災害の発生の時刻及び場所←A 肢
七 就業の場所並びに就業終了(開始の予定) の年月日時
及び当該就業の場所 ( 住居) を離れた年月日時 等
…災害が発生した場合の区分に応じて異なる。

八 通常の通勤の経路及び方法←B肢
九 住居又は就業の場所から災害の発生の場所に至った経
路，方法. 所要時間その他の状況

D 肢の「加害者がいる場合. その氏名及び住所」は，療
② 

養の給付請求書に記載しなければならない事項と して労災

法施行規則に掲げられていない (則18条の 5 第 1項，則 12
条 1項)。

巨互園

232頁関連( A - E肢)

①請求密に記載し芯ければ
芯ら芯い事項のうちI 囲み
内のー~ 五までは. r療養
補償給付たる療設の給付請
求包J に記載すべき項目と
同じである。

② 「加害者がいる場合ι そ
の氏名及び住所」は。 第三
者行為災害の届出によるも
のである。
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i択一式l障害補償給付‘(:)tH21・6 [/ !  )(L口巨コ
- 障害補償給付に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  障害補償給付を支給すべき障害は，厚生労働省令で定める障害等級表に掲げる
障害等級第 1級から第14級までの障害であるが，同表に掲げるもの以外の障害は，
その障害の程度に応じ，同表に掲げる障害に準じて障害等級が認定される。
B  既に業務災害による障害の障害等級に応じて障害補償年金を受ける者が新たな
業務災害により障害の程度を加重された場合には，その加重された障害の該当す

る障害等級に応ずる新たな障害補償年金が支給され，その後は，既存の障害に係
る従前の障害補償年金は支給されない。
C  障害等級表に該当する障害が 2 以上あって厚生労働省令の定める要件を満たす
場合には，その障害等級は，厚生労働省令の定めるところに従い繰り上げた障害

等級による。繰り上げた障害等級の具体例を挙げれば，次のとおりである。
① 第8 級，第11級及び第13級の 3 障害がある場合 第7 級
② 第 4級，第 5級，第 9級及び第12級の 4 障害がある場合 第 1級
③ 第6 級及び第 8 級の 2 障害がある場合 第4 級
D  既に業務災害による障害の障害等級に応じて障害補償一時金を支給されていた
者が新たな業務災害により同ーの部位について障害の程度が加重され，それに応
ずる障害補償年金を支給される場合には，その額は，原則として，既存の障害に

係る障害補償一時金の額の25分の l を差しヲ|いた額による。
E  障害補償年金を受ける者の障害の程度について自然的経過により変更があった
場合には，新たに該当することとなった障害等級に応ずる障害補償給付が支給さ
れ，その後は，従前の障害補償年金は支給されない。
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IEtL守・F.ifl
A  正しい (法15条，則14条 4 項)。障害等級表に掲げる
もの以外の障害は，その障害の程度に応じ 同表に掲げ
る障害に準じて障害等級が認定される。
B  誤り。加重前の既存の障害はそのまま支給される (則
14条 5項)。加重後の障害に係る障害補償年金の額は「加
重後の障害補償年金の額一加重前の障害補償年金の額」
とされる。

C  正しい (法15条，則14条 3項)。
① 13級以上の障害が 2以上- 重い方の等級を1級繰り
上げる

② 5 級以上の障害が2 以上一 重い方の等級を 3 級繰り
上げる

③ 8 級以上の障害が2 以上・・・重い方の等級を2級繰り
上げる

237頁

239頁

238頁

D  正しい (法15条，則14条 5 項)。加重前の障害が一時 | 匝J239頁
金で，加重後の障害が年金の場合は， r加重後の年金の
額一加重前の一時金の額x 1 / 25J の年金が支給される。
E  正しい (法15条の 2，昭41. 1. 31基発73)。新たな|障害
等級に応ずる障害補償年金又は障害補償一時金が支給さ
れ，その後は，従前の障害補償年金は支給されない。
明障害補償一時金を受けた労働者の障害の程度が自然
的な経過により変更し新たに他の障害等級に該当する
に至ったとしても，新たな障害等級に応ずる障害補償給
付は支給されない。

巨互園

240頁
① 「変更」の適用を受ける
者!;j;，年金の受給権者に限
られる。
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l択一式l遺族補償給付‘。問・6 E口巨口E口
- 遺族補償給付に関する次の記述のうち，誤っているものの組合せは，後記A か5
E までのうちどれか。

ア 傷病補償年金の受給者が当該傷病が原因で死亡した場合には. その死亡の当時
その収入によって生計を維持していた妻は，遺族補償年金を受けることができ る。
イ 労働者が業務災害により死亡した場合，当該労働者と同程度の収入があり，生
活費を分担して通常の生活を維持していた委は，一般に「労働者の死亡当時その
収入によって生計を維持していた」ものにあたらないので，遺族補償年金を受け
ることはできない。

ウ 造族補償年金を受ける権利は，その権利を有する遺族が，自分の伯父の養子と
なったときは，消滅する。

エ 遺族補償年金の受給権を失権したものは，迫族補償一時金の受給権者になるこ
とはない。

オ 労働者が業務災害により死亡した場合，その兄弟姉妹は，当該労働者の死亡の
当時，その収入により生計を維持していなかった場合でも，遺族補償一時金の受

給者となることがある。
A  (ア とウ B (イとエ)
D  (ア とエ E (イとオ)
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:  
•.. •. .• ............• •.••.......... ..... •...•........•.......•.......••....... . ... .. .••.•......• 

ア 正しい( 法12条の 8 第 1項， 16条の 2 第 1項)。死亡
当時，その収入によって生計を維持されていた妻は，遺

族補償年金を受ける ことができる。

イ 誤り 。生計を維持していたとは， 労働者の収入によっ

て生計の一部を維持されていれば足りる (則14条の 4 ，
昭41.1. 31基発73)。

ウ 正しい( 法16条の 4 第 l項 3号)。直系血族又は直系
姻族以外の者の養子と なったときは，遺族補償年金を受

ける権利は消滅する。
エ 誤り。遺族補償年金の受給権を失権した者も，遺族補

償一時金の受給権者になる ことはある( 法16条の 6 第 1
項 1号・2号， 16条の 7 第 l項)。国労働者の身分関係は，
労働者の死亡当時の身分関係であり，死亡後の身分関係

の変動に影響を受けない。

オ正しい (法16条の 7 第 1項 3号)

. 遺族補償一時金の受給権者因
@  配偶者

⑬ 労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた 子，父母，孫，祖父母

⑪ 労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していなかった 子，父母 1 孫，祖父母
@  兄弟姉妹

したがって， B の組合せ( イとエ) が正解となる。

巨ffl I:i 

247頁

247頁

250頁

254頁

254頁

4 ・業務災害・通勤災害に関する保険給付 191 

園



l択一式l派遣労働者に係る保険給付等
恒ゆ附ー5 E - 臨 A

- 派遣労働者に係る労働者災害補償保険の給付等に関する次の記述のうち，誤って
いるものはどれか。

A  派遣労働者に係る業務災害の認定に当たっては，派遣労働者が派遣元事業主と
の問の労働契約に基づき派遣元事業主の支配下にある場合及び派遣元事業と派遣
先事業との聞の労働者派遣契約に基づき派遣先事業主の支配下にある場合には，
一般に業務遂行性があるものとして取り扱われる。
B  派遣労働者に係る業務災害の認定に当たっては. 派遣元事業場と派遣先事業場
との聞の往復の行為については，それが派遣元事業主又は派遣先事業主の業務命
令によるものであれば一般に業務遂行性が認められる。
C  派遣労働者に係る通勤災害の認定に当たっては，派遣元事業主又は派遣先事業
主の指揮命令により業務を開始し，又は終了する場所が「就業の場所J となるた
め. 派遣労働者の住居と派遣元事業場又は派遣先事業場との聞の往復の行為は.
一般に「通勤」となる。
D  派遣労働者が偽りその他不正の手段により保険給付を受けた理由が，派遣先事
業主が不当に保険給付を受けさせることを意図して事実と異なる報告又は証明を
行ったためである場合には，政府は，派遣先事業主から，保険給付を受けた者と
連帯してその保険給付に要した費用に相当する金額の全部又は一部を徴収するこ
とができる。
E  所轄都道府県労働局長又は所轄労働基準監督署長は，派遣先事業主に対して，
労災保険法の施行に関し必要な報告，文書の提出又は出頭を命ずることができる。
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A  正しい (法 7 条 1項，昭61. 6.30基発383)。図労f勤者
派遣事業に対する労働保険の適用については，労災保険，

雇用保険双方とも派遣元事業主の事業が適用事業とされ
る。

B  正しい (法 7 条 1 項，昭61. 6.30基発383)。派遣元・
派遣先との往復行為が， 派遣元事業主文は派遣先事業主
の業務命令であれば， 一般に業務遂行性が認められる。

C  正しい( 法 7 条 1項，昭61. 6.30基発383)。記述のと
おり。

D  誤り。派遣先事業主に対しては，不正受給者からの費
用徴収に係る連帯責任 (法12条の 3 第 2項) の規定は適
用されない (昭61. 6.30基発383)。
富市遣元事業主が不当に保険給付を受けさせることを

意図して事実と異なる報告又は証明を行ったためである

場合には. 派遣元事業主から. 保険給付を受けた者と連
帯してその保険給付に要した費用に相当する金額の全部

又は一部を徴収することができる。

207頁
選択式 H 2 2 (246頁) でも
同じ問題文で出題されてい
る。

207頁

218頁

269頁関連

E  正しい (法46条)。固本条文は，平成24年の法改正に| 圃 J29日頁
より 追加されたものである。本来，派遣先は「第三者 J
の扱いであるが，上記法46条の改正により ，事業主等と
して報告や出頭を求めたか 立入検査をすることが可能
になった。

巨互園
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l択一式i保険給付
依逼・H27・7 (/ 1  )(/ 1  )(/1 )  
国年金たる保険給付に関する次のアかうオまでの記述のうち，誤っているものの組
合せは，後記Aか5 Eまでのうちどれか。

ア 年金たる保険給付の支給は，支給すべき事由が生じた月から始められ，支給を
受ける権利が消滅した月で終了する。

イ 年金たる保険給付の支給に係る給付基礎日額に I 円未満の端数があるときは.
その端数については切り捨てる。

ウ 傷病補償年金は，休業補償・給付と併給されることはない。

エ 遺族補償年金を受ける権利を有する者の所在が 1年以上明らかでない場合には，
当該遺族補償年金は，同順位者があるときは同順位者の，同順位者がないときは

次順位者の申請によって. その所在が明らかでない間，その支給を停止されるが，
これにより遺族補償年金の支給を停止された遺族は，いつでも，その支給の停止

のj伴除を申請することができる。

オ 遺族補償年金を受けることができる遺族が，遺族補償年金を受けることができ
る先順位又は同順位の他の遺族を故意に死亡させたときは，その者は，遺族補償

年金を受けることができる遺族でなくなり，この場合において，その者が遺族補

償年金を受ける権利を有する者である ときは，その権利は，消滅する。

A (アとイ )
D  (ウとエ)

B  (アとオ)
E  (ウとオ)
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ア 誤り 。年金たる保険給付は，支給すべき事l主lが生じた | 圃 ]263頁

月の翌月から始められる( 法 9 条 1項)。
イ 誤り 。給付基礎日額に 1 円未満の端数があるときは， I岨]229頁
これを 1円に切り上げる (法 8 条の 5 )。-u給付基礎日額( 原則) 因 | ①給付基礎臼額I<J;，原買IJと

t):定事由発生日以前
3 箇月聞に支払われた賃金総額給付基礎日額 算定事由発生日以前

3 箇月間の総回数

ウ 正しい( 法18条 2 項)。記述のとおり 。
エ正しい (法16条の 5 第 1項 ・2項)。
. 支給停止事由 因

遺族補償年金の受給権者の所在が 1年以上明うかでな
い場合に，同)1慎位者又は次順位者が申請したとき
闘争所在が明らかでない間，②豆鐙停止

55歳以上60歳未満の夫父母. 祖父母，兄弟姉妹(若
2  年停止対象者) が受給権者である場合
時印歳に達するまでの間，支給停止

遺族補償年金前払一時金の支給を受けた場合
3  -骨名月に支給される年金の額の合計額が， 前払一時金

の額に達するまでの間，支給停止

オ 正しい (法16条の 9 第 4 項)。記述のとおり 。
したがって， A の組合せ (アと イ) が正解となる。

庄司回

して労基法12条の平均賃
金に相当する額とする。

236頁

251頁

②支給停止された受給権者
はいつでも，その所在を
明らかにしてI 支給停止の
解除の申請をすることがで
きる。

254-255頁
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l択一式i保険給付
eMIH2引 (/ 1  )(/ 1  )(/ !  )  
圃労災保険法の保険給付に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  遺族補償給付を受ける権利を有する遺族が妻であり，かつ，当該妻と生計を同
じくしている遺族補償年金を受けることができる遺族がない場合において，当該
妻が55歳に達したとき( 労災保険法別表第一の厚生労働省令で定める障害の状態
にあるときを除く 。) は，その達した月から遺族補償年金の額を改定する。
B  労働者が業務災害により死亡した場合，その祖父母は，当該労働者の死亡当時
その収入により生計を維持していなかった場合でも，遺族補償一時金の受給者と
なることカ王ある。
C  労働者の死亡前に，当該労働者の死亡により遺族補償年金を受けることができ
る遺族となるべき者を故意又は過失によって死亡させた者は，遺族補償年金を受
けるべき遺族としない。
D  傷病補償年金を受ける者には 介護補償給付は行わない。
E  年金たる保険給付を受ける権利を有する者が死亡したためその支給を受ける権
利が消滅したにもかかわらず，その死亡の日の属する月の翌月以後の分として当
該年金たる保険給付の過誤払が行われた場合において，当該過誤払による返還金
に係る債権に係る債務の弁済をすべき者に支払うべき保険給付があるときであっ
ても，当該保険給付の支払金の金額を当該過誤払による返還金に係る債権の金額
に充当するこ とはできない。
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A  誤り 。妻が55歳に達したときは，その達した月の 「翌

① 
月J から (153日分から 175日分に) 改定する (法16条の
3 第 4 項 1号)。

B  正しい (法16条の 7 第 1項 3 号)。遺族補償一時金は，
生計を維持していない祖父母に対しでも支給される。

C  誤 り。遺族補償年金を受けることができる「先順位又
は同順位の造族J となるべき者を「故意J に死亡させた
者は，造族補償年金を受けるべき遺族としない (法16条
の 9 第 2 項)。過失により死亡させた者に， 受給資格の

欠格 (同条同項) の規定は適用されない。

250頁
①受給権者が妻であり。か
っ その妻と生計を同じく
している受給資格者がない
場合の 「遺族補償年金の畿
の改定J の問題である。

254頁(8肢)

255頁 (C 肢)

D  誤り 。傷病補償年金を受ける者も， CiJ厚生労働省令で l 圃 J244頁
定める程度の障害であり， @ 常時又は随時介護を要する

状態にあり，かつ，常時又は随時介護を受けていれば，

介護補償給付が行われる (法12条の 8 第 4 項)。

・厚生労働省令で定める程度の障害国

• 1級
・2級…・精神神経障害及び胸腹部臓器障害に限る。

E  誤り 。設問の場合，債務の弁済をすべき者に支払う保
険給付があるときは，その保険給付の支払金の金額を過

② 
翠払による返還金に係る債権の金額に充当できる (法12
条の 2 )。

[IEfi4 I:i 

265頁
②過誤払調整は「死亡J を
支給事由とする保険給付が
支払われる場合に行われる
(充当される保険給付は
死亡を支給事由とする保険
給付に限る)。

4・業務災害・通勤災害に関する保険給付 197 

園



1択一式i保険給付eぉI)H25-2 (/ 1  )(/1 )(/1 )  
- 労災保険に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  休業補償給付は，労働者が業務上の傷病により療養のため労働不能の状態に
あって賃金を受けることができない場合であれば，出勤停止の懲戒処分のため雇
用契約上賃金請求権が発生しない日についても支給される。
B  政府は，保険給付に関して必要であると認める ときは. 保険給付を受け，又は
受けようとする者に対しその指定する医師の診断を受けるべきことを命ずるこ
とができ，その者が命令に従わないときは，保険給付の支払を一時差し止めるこ
とカfで、きる。

C  土木工事及び重機の賃貸のそれぞれを業と して行っていた事業主の，労働者を
使用することなく行っていた重機の賃貸業務に起因する死亡につき， 同事業主が
労働者を使用 して行っていた土木工事業について労災保険法第33条第 1項に基づ
く加入申請の承認を受けていれば，同法に基づく保険給付の対象になる。

D  業務災害による身体の部位の機能障害と，そこから派生した神経症状が，医学
的にみて一個の病像と把握される場合には，当該機能障害と神経症状を包括して
一個の身体障害と評価し，その等級は重い方の障害等級による。
E  介護補償給付の額は，常時介護を要する状態の被災労働者については，支給す
べき事由が生じた月において介護に要する費用と して支出された額が，労災保険
法施行規則に定める額に満たない場合にあっては，当該介護に要する費用として
支出された額である。
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A  正しい( 法12条の2の2，14条の2，最1小判昭58.10.13
浜松労基署長〔雪島鉄工所〕事件)。判例では「休日や
出勤停止の懲戒処分のため雇用契約上賃金請求権を有し
ない日についても，休業補償給付が支給されると解する

① 
のが相当であるJ とされている。
B  正しい( 法47条の 2，47条の 3 )。
・保険給付の一時差止め事由国

@  正当な理由がなくて，所定の届出をせず，若しくは
書類等の物件の提出をしないとき。
@  行政庁の報告，提出，出頭命令等に従わないとき。
の 行政庁の受診命令に従わないとき。

C  誤り。「重機の賃貸の事業」について特別加入してい
なければ，保険給付の対象とならない( 最 1小判平9.1.23
姫路労基署長〔井口重機〕事件)。特別加入者に係る業
務上外の認定では. 特別加入の申請に係る事業のために
する行為，及びこれに直接附帯する行為に限り豊重達丘

② 
!止が認められる( 平3.4.12基発259)。

234頁
①休業織償給付は，労働者
が業務上の傷病により療養
のため労働不能の状態に
あって賃金を受けることが
でき芯い場合に支給される。
また. 法12条の2の2 によ
る支給制限のほか. ③刑事
施設・労役場等に準する施
設に拘禁されている場合，
O 少年院等に収容されてい
る場合にも支給制限される。

271頁 ( 8肢)

292頁
②一般的に業務災害と認め
られるには。 @ 業務遂行性
があり， ⑪業務起因性があ
ることが必要とされる。

D  正しい (最 1小判昭55.3.27玉名労基署長障害等級決| 瞳J238頁
定取消事件)。身体の部位の機能障害とこれより派生し
た神経症状が医学的に一個の病像と把握される場合は，
その機能障害と神経症状を包括して一個の身体障害と評
価し，その等級は重い方の障害等級による。
E  正しい( 則18条の 3 の 4 第 1項)。設問において，親
族等による介護があった場合でも， 介護費用を支出して
介護を受け始めた月については，最低保障額の適用はな

③ し、。

巨互園

246頁
①実認が最低保障額に満た
なくても。実質のみが支給
される。
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l択一式l保険給付
eEIH25・3 値盟運車圃 臨痩A I  

[/ /  1(L]コE口
- 労災保険に関する次の記述のうち 誤っているものはどれか。

なお，本聞において「二次健康診断」及び「特定保健指導」とは，労災保険法
の二次健康診断等給付として行われるものである。

A  同ーの業務上の事由又は通勤による負傷又は疾病に関し年金たる保険給付( 遺
族補償年金及び遺族年金を除く 。以下 「乙年金」という。) を受ける権利を有す
る労働者が他の年金たる保険給付 (遺族補償年金及び、遺族年金を| 除く 。以下 11手
年金」という。) を受ける権利を有することとなり，かつ，乙年金を受ける権利
が消滅した場合において，その消滅した月の翌月以後の分として乙年金が支払わ
れたときは，その支払われた乙年金は，甲年金の内払とみなす。

B  二次健康診断の結果に基づき，脳血管疾患及び心臓疾患の発生の予防を図るた
め，面接により行われる医師又は保健師による特定保健指導は， 二次健康診断ご
とに 2 固までとされている。
C  政府は，二次健康診断の結果その他の事情により既に脳血管疾患又は心臓疾患
の症状を有すると認められる労働者については， 当該二次健康診断に係る特定保
健指導を行わないとされている。

D  政府は，保険給付を受ける権利を有する者が，正当な理由がなくて，保険給付
に関 し必要な労災保険法施行規則で定める書類その他の物件を政府に提出しない
ときは，保険給付の支払を一時差し止めることができる。
E  労災保険法では，厚生労働大臣は，同法の施行に関し，関係行政機関又は公私
の団体に対し，資料の提供その他必要な協力を求めることができ，協力を求めら
れた関係行政機関又は公私の団体は，できるだけその求めに応じなければならな
いと規定されている。
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A  正しい( 法12条 2項)。旦二笠盤遁に関し，保険給付
① 

を受ける権利が消滅し， 新たに他の保険給付を受ける権
利を有することとなった場合に その消滅した月の翌月
以後の分として，従来の保険給付が支払われたとき吟そ

264頁
①異なる保険給付閣の内払
は. r同ーの傷病j に関し
てのみ行われる(死亡を支
給事由とする保険給付は
異なる保険給付間の内払の

の支払われた保険給付は. 新たに支払われることとなっ | 対象とな5ない)。

た保険給付の内払とみなす。
B  誤り。医師又は保健師による特定保健指導は， 二次健 | 圃 J260頁

康診断ごとに 1固に限る (法26条 2 項 2 号)。
国二次健康診断は，脳血管及び心臓の状態を把握する
ために必要な検査であって厚生労働省令で定めるものを
いう。 .1年度につき 1固に限り行われる。
C  正しい( 法26条 3 項)。既に脳血管疾患又は心臓疾患| 圏J260頁
の症状を有すると認められる労働者については，療養の

必要があるため当該二次健康診断に係る特定保健指導を
行わない。

- 二次健康診断等給付図

二次健康診断等給付は， 業務上の事l白による脳血管疾
患及び心臓疾患の予防のための給付である。

D  正しい( 法47条の 3 )。保険給付を受ける権利を有す
る者が，正当な理由がなく ，一定の書類その他の物件を
政府に提出しないときは，保険給付の支払を三堕差」正

② 
めることができる。
E  正しい( 法49条の 3)。厚生労働大臣は，関係行政機
関又は公私の団体に対し 資料の提供その他必要な協力
を求めることができる。

巨互闘

271頁
3一時差止め事由
@ 正当芯理由が主主くて. 所
定の届出をせす. 若しく
は醤類等の物件の提出を
し芯いとき。

。行政庁の報告提出出
頭命令等に従わないとき。

@ 行政庁の受診命令に従わ
ないとき。

298頁(E 肢)
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l択一式l保険給付eおか24・3 (/ 1  )(/ 1  )(/ ¥  )  
- 業務災害の保険給付に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  療養補償給付は，休業補償給付と併給される場合がある。
B  休業補償給付は，傷病補償年金と併給される場合がある。
C  療養補償給付は，傷病補償年金と併給される場合がある。
D  労働者が老人福祉法の規定による特別養護老人ホームに入所している間につい
ては，介護補償給付は支給されない。
E  労働者が留置施設に留置されて懲役，禁鋼又は拘留の刑の執行を受けている場
合，休業補償給付は支給されない。
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A  正しい( 法12条の 8 第 1項・ 2 項， 13条. 14条 1項)。
いずれも，治ゆ前の保険給付であり， 併給される場合が

ある。

B  誤り。傷病補償年金を受ける者には， 休業補償給付は

行われない (法18条 2項)。
C  正しい( 法12条の 8 第 l項 ・2項・ 3項. 13条 1項)。
いずれも，治ゆ前の保険給付であり， 併給される場合が

ある。

D  正しい( 法12条の 8 第 4項 2号，則18条の 3の 3第 1
号)。障害者総合支援法に規定する障害者支援施設に入

所 している問( 生活介護を受けている場合に限る) . こ
れに準ずる施設として厚生労働大臣が定める ものに入所

① 
している間， 病院又は診療所に入所している聞は，介護

補償給付は支給されない。

E  正しい( 法14条の 2 第 1号， 則12条の 4)。労働者が，
刑事施設，労役場その他これらに準ずる施設に拘禁され

ている場合又は少年院その他これに準ずる施設に収容さ

れている場合には， 休業補償給付は支給され忽い。
② 

巨m +11 

236頁

236頁

236頁

244頁
①厚生労働大臣が定めるも
のとして特別委譲老人
ホームがある。

234頁
②休業補償給付休業給
付休業特別支給金に限ら
れた. 独自の支給制限であ
る。
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l択一式l保険給付
似命H2 2・1 (/ 1  ](/ 1  J[/ !  J  
- 労働者災害補償保険の保険給付に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

なお，以下において， r労災保険」とは「労働者災害補償保険」のこと， r労災
保険法J とは「労働者災害補償保険法J のこと， r労災保険法施行規則」とは
「労働者災害補償保険法施行規則」のととである。

A  労災保険の保険給付は，業務災害に対する迅速公正な保護だけでなく，通勤災
害に対しでも同様な保護をするために行われるものであるが. 通勤災害に関して
は. 業務災害に係る介護補償給付に対応する保険給付は定められていない。
B  労災保険の保険給付のうち，業務災害に関する保険給付は，労働基準法に規定
する災筈補償の事由が生じた場合にのみ行われるのであってその種類は，給付
を受けるべき者の請求に基づく療養補償給付 休業補償給付，I様害補償給付，遺
族補償給付，葬祭料及び介護補償給付に限られる。
C  偽りその他不正の手段により労災保険の保険給付を受けた者がある場合におい
て，その保険給付が事業主の虚偽の報告又は証明をしたために行われたものであ
るときは，保険給付を受けた者ではなく事業主が，その保険給付ιこ要した費用に
相当する金額の全部を政府に返還しなければならない。
D  一人親方等の特別加入者のうち，漁船による水産動植物の採捕の事業を労働者
を使用しないで行うことを常態とする者は. 自宅から漁港までの移動が通勤とみ
なされ，通勤災害に関しでも労災保険の適用を受けることができる。
E  遺族補償給付を受ける権利を有する同順位者が2 人以上ある場合の遺族補償給
付の額は. 遺族補償年金にあっては労災保険法別表第 1 に規定する額を，遺族補
償一時金にあっては同法別表第 2 に規定する額を，それぞれ同順位者の人数で除
して得た額となる。
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A  誤り。通勤災害に関しでも，介護給付の規定がある (法
21条 7 号. 24条)。
B  誤り。業務災害に関する保険給付には，船員法の災害

① 
補償の事由が生じた場合など，労基法の災害補償の事由
が生じた場合以外にも行われるものがある。また，業務
災害に関する保険給付には，設問のほか傷病補償年金も
含まれる( 法12条の 8 第 1項 6号 ・2項 ・3項)。
C  誤り。設問の場合は. I政府は， 事業主に対し，保険
給付を受けた者と連帯して，その保険給付に要した費用

に相当する金額の全部又は一部を納付すべきことを命ず
ることができる」という規定である (法12条の 3 第 2項，
昭40.7 .31基発906)。
D  誤り。設問の者は，住居と就業の場所との聞の往復の
実態が明確でないことなどから，通勤災害に関する保険

② 
給付の対象外である (法35条 1項，則46条の22の 2)。
E  正しい (法16条の 3 第 2 項. 16条の 8 第 2項)。受給
権者が 2人以上あるときは，その受給権者の人数で除し
た額が，各受給権者に支給される。

巨f!;'.

257頁

230頁 臨調・
①業務災害に関する保険給 ・・・
付 (傷病補償年金及び介護
織1自給付を除く) は， 労基
j去に定める災害補償の事由
又は船員法に定める 定の
災害補償の事由が生じた場
合に 補償を受けるべき労
働者若しくは遺族又は葬祭
を行う者に対し. その詰求
に基づいて行う。

269頁(C肢)

292頁
①一人親方等の特別加入者
で通勤災害が認められ芯い
者
@ 個人タクシー業者・個人
貨物運送業者

⑪個人水産業者( 船員が行
う事業に係る者を除く)

@ 特定農作業従事者
。指定農業機械作業従事者
@ 危険有害作業の家内労働
者等

249- 250.  254頁(E 肢)
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l択一式l通勤災害
eB.H24-2 Eコ(/ 1 )(L己
- 通勤災害の保険給付に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  障害給付を支給すべき身体障害の障害等級は 障害補償給付を支給すべき身体
障害の障害等級と同じく，厚生労働省令で定める障害等級表に定めるところによ
る。
B  政府は，療養給付を受ける労働者( 法令で定める者を除く 。) から. 200円 (健
康保険法に規定する 日雇特例被保険者である労働者については100円) を一部負
担金として徴収する。ただし現に療養に要した費用の総額がこの額に満たない
場合は，現に療養に要した費用の総額に相当する額を徴収する。
C  療養給付を受ける労働者から一部負担金を徴収する場合には，労働者に支給す
べき休業給付の額から， 一部負担金の額に相当する額を控除することができる。
D  第三者の行為によって生じた事故により療養給付を受ける者についても，一部
負担金は徴収される。
E  休業給付が支給されない休業の初日から第 3 日固までの待期期間について，事
業主は労働基準法に基づく 休業補償の義務を負わない。
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:  ・............................................................................................ .  
A  正しい (法22条の3 第2項， 則14条 l項. 18条の 8 第
l 項，別表第 1)。障害補償給付及び障害給付を支給す
べき身体障害の障害等級は，共に則別表第 1 に定め5れ
ている。
B  正しい( 法31条 2 項， 則44条の 2 第 2項)。一部負担
金の額は，原則200円 (健保法に規定する日雇特例被保
険者は1凹円) とする。
C  正しい( 法31条 3 項，則44条の 2 第 3項)。一部負担
金は， 休業給付ーを支給すべき場合に， 当該休業給付の額
から控除する形で徴収する。
D  誤り 。第三者の行為によって生じた事故により療養の
給付を受ける者については 一部負担金は徴収されない

① 
(法31条 2項， 則44条の 2 第 l項 1号)。
E  正しい( 労基法76条 1項)。通勤災害による休業給付
に係る盆塑盟盟は，事業主に労基法に基づく休業補償の

② 
義務はない。

巨MI . I

258頁 ( A - E肢)

①下記の者も. 一部負担金
の対象と花王らない。
@ 療養の開始後3 日以内に
死亡した者その他休業給
付を受けない者

。同ーの通勤災害に係る療
護給付について既に一部
負担金を納付した者

。特別加入者

②労働者が業務上の傷病に
よる療養のため，労働する
ことができ広いために賃金
を受け芯いときは. 労基法
上の休業補償の支払義務が
ある。
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l択一式l労災保険制度
[/ !  )  

- 労災保険制度に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  業務に従事している場合又は通勤途上である場合において被った負傷であって，
他人の故意に基づく暴行によるものについては，当該故意が私的怨恨に基づくも
の，自招行為によるものその他明らかに業務に起因しないものを除き，業務に起
因する又は通勤によるものと推定することとされている。
B  医師看護師等医療従事者の新型インフルエンザの予防接種( 以下，本肢にお
いて「予防接種」という。) については，必要な医療体制を維持する観点から業
務命令等に基づいてこれを受けざるを得ない状況にあると考えられるため，予防
接種による疾病，障害又は死亡 (以下，本肢において「健康被害J という。) が
生じた場合( 予防接種と健康被害との聞に医学的な因果関係が認められる場合に
限る。)，当該予防接種が明らかに私的な理由によるものと認められる場合を除き，
労働基準法施行規則第35条別表第 lの2の6号の 5の業務上疾病又はこれに起因
する死亡等と取り扱う こととされている。
C  出向労働者が，出向先事業の組織に組み入れられ. 出向先事業場の他の労働者
と同様の立場( 身分関係及び、賃金関係を除く 。) で，出向先事業主の指揮監督を
受けて労働に従事し，出向元事業主と出向先事業主とが行った契約等により 当該
出向労働者が出向元事業主から賃金名目の金銭給付を受けている場合に，出向先
事業主が当該金銭給付を出向先事業の支払う賃金として当該事業の賃金総額に含
め保険料を納付する旨を申し出たとしても，当該金銭給付を出向先事業から受け
る賃金とみなし当該出向労働者を出向先事業に係る保険関係によるものと して取
り扱うことはできないこととされている。

D  船舶が沈没し転覆し滅失し若しくは行方不明となった|際現にその船舶に
来っていた労働者又は船舶に来っていてその船舶の航行中に行方不明となった労
働者の生死が 3か月間わからない場合には，遺族補償' 給付，葬祭料，泣族給付及
び葬祭給付の支給に関する規定の適用については. その船舶が沈没し転覆し
滅失し若しくは行方不明となった日又は労働者が行方不明となった日に，当該
労働者は，死亡したものと推定することとされている。
E  航空機が墜落し滅失し若しくは行方不明となった際現にその航空機に乗っ
ていた労働者又は航空機に乗っていてその航空機の航行中行方不明となった労働
者の生死が 3 か月間わからない場合には，遺族補償給付， 葬祭料，遺族給付及び
葬祭給付の支給に関する規定の適用については. その航空機が墜落し滅失し
若しくは行方不明となった日又は労働者が行方不明となった日に. 当該労働者は，
死亡したものと推定することとされている。
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:  IEL守・FiJI
A  正しい( 法 7条，平2l. 7.23基発0723第12)。他人の故
:怠に基づく暴行によるものについては. I故意」が，私
的怨恨に基づくもの. 自招行為によるものその他明らか
に業務に起因しないものを除き， 業務に起因する又は通
勤によるものと推定することとされている。

210頁

B  正しい (法 7 条 1項，平2l. 12.16基労補発1216第1 ) 0 I 圃 1211頁
予防接種と健康被害との聞に医学的な因果関係が認め5
れる場合には. 予防接種が明らかに私的な理由によるも
のと認められる場合を除色労基則別表第 lの2の6号
の5 の業務上疾病又はこれに起因する死亡等と取り扱う。
C  誤り。出向労働者が出向先事業の他の労働者と同様の
立場で，出向先の事業主の指揮監督を受けて労働に従事
し出向元事業主から金銭給付を受けている場合でも，
出向元事業主かうの金銭給付を，出向先事業主か5支払
う賃金として，徴収法に規定する事業の賃金総額に含め，
保険料を納付する旨を申し出たなS . 当該出向労働者を
出向先事業に係る保険関係によるものとして取り扱う
(法 3条 l項，昭35 .11. 2基発932)。
D  正しい (法10条)。記述のとおり。
E  正しい( 法10条)。記述のとおり。

巨m M

207頁
在籍出向労働者に対する労
災保険の適用については
出向の目的及び出向元事業
主と出向先事業主との出向
契約並びに出向労働者の労
働実態等に基づき，当該労
働者の労働関係の所在を判
断して決定される (H26-2
イ [156頁〕参照)。設問は
その具体的判断例であるロ

267-268頁

267-268頁
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i択一式1給付制限
(/ 1  ][/ 1  )(L口

E 業務災害の保険給付に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  業務遂行中の災害であっても，労働者が故意に自らの負傷を生じさせたときは，
政府は保険給付を行わない。
B  業務遂行中の災害であっても，労働者が過失により自らの死亡を生じさせた場
合は，その過失が重大なものではないと しても，政府は保険給付の全部又は一部
を行わないことができる。
C  業務起因性の認められる負傷であっても，被災した労働者が正当な理由なく療
養に関する指示に従わないことにより負傷の回復を妨げた場合は，政府は保険給
付の全部又は一部を行わないことができる。

D  業務遂行性が認められる災害であっても，労働者が故意の犯罪行為により自ら
の死亡を生じさせた場合は，政府は保険給付の全部又は一部を行わないことがで
きる。
E  業務遂行性が認められる災害であっても. 労働者が故意に自らの死亡の直接の
原因となった事故を生じさせたときは. 政府は保険給付を行わない。
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:ョ蛋出・F.if.l
一.
.  .  ・・.............................・..............................................................

A  正しい( 法12条の 2 の 2 第 1項)。盈重に負傷を生じ
① 

させたとき吟保陳給付を行わない。
B  誤り。労働者の「重大な過失」による場合は，保険給
付の全部又は一部を行わないことができる( 法12条の 2
の 2 第 2項)。設聞は「過失」であるため，誤り。
C  正しい( 法12条の 2 の 2 第 2項)。正当な理由なく療
養に関する指示に従わす，回復を妨げたとき吟保険給付
の全部又は一部を行わないととができる。

D  正しい( 法12条の 2 の 2 第 2 項)。故意の犯罪行為に
より死亡を生じさせたと き吟保険給付の全部又は一部を
行わないことができる。
E  正しい (法12条の 2 の 2 第 1項)。故意に死亡の直接
の原因となった事故を生じさせたとき吟保険給付を行わ

ない。

- 支給制限因
支給制限事由 支給制限の内容

@  労働者が故意に負傷，疾病， 障害 保険給付を行わない
若しくは死亡又はその直接の原因と
なった事故を生じさせたとき。労働者が故意の犯罪行為若しくは 保相暗悼の全部立は|
重大芯過失により負傷，疾病，障害 一部を行わないこと
若しくは死亡又はその原因となった ができる
事故を生じさせたとき。労働者が正当な理由がなく療養に 保険給付の全部又は
関する指示に従わないことにより 1 一部を行わないとと
負傷，疾病若しくは障害の程度を増 ができる
進させ又はその回復を妨げたとき

巨互園

268頁( A - E肢)
① 「故意J とは 「結果の
発生を意図した故意Jをい
コ。
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l択一式l費用徴収
6 1・I)H27-4 壁土j

(/ 1  )(/1 )(/1 )  
. 労災保険の適用があるにもかかわらす，労働保険徴収法第4 条の2 第 1 1真に規定
する労災保障に係る保険関係成立届( 以下. 本聞において「保険関係成立居」と
いう。) の提出を行わない事業主に対する費用徴収のための故意又は重大な過失
の認定に関する次の記述のうち. 誤っているものはどれか。
なお，本聞の「保険手続に関する指導J とは，所轄都道府県労働局，所轄労働

基準監督署又は所轄公共職業安定所の職員が，保険関係成立居の提出を行わない
事業主の事業場を訪問し又は当該事業場の事業主等を呼び出す方法等により，保
険関係成立届の提出ほ力、所定の手続をとるよう直接行う指導をいう。また. r加
入勧奨」とは，厚生労働省労働基準局長の委託する労働保険適用促進業務を行う
一般社団法人全国労働保険事務組合連合会の支部である都道府県労働保険事務組
合連合会( 以下「都道府県労保連」という。) 又は同業務を行う都道府県労保連
の会員である労働保険事務組合が，保険関係成立屈の提出ほか所定の手続につい
て行う勧奨をいう。

A  事業主が. 労災保険法第31条第 1項第 1 号の事故に係る事業に閲し，保険手続
に閲する指導を受けたにもかかわらず. その後10日以内に保険関係成立屈を提出
していなかった場合，r故意」と認定した上で、 原則，費用徴収率を 100% とする。

B  事業主が 労災保険法第31条第 1 項第 1 号の事故に係る事業に閲し，力[ J 入勧奨
を受けたにもかかわらず. その後10日以内に保険関係成立届を提出していなかっ
た場合 円次意」と認定した上で. 原則. 費用徴収率を 100 % とする。
C  事業主が 労災保険法第31条第 1項第 l号の事故に係る事業に関し 保険手続
に関する指導又は加入勧奨を受けておらず，労働保険徴収法第 3 条に規定する保
険関係が成立した日から 1 年を経過 してなお保険関係成立屈を提出 していなかっ
た場合. 原則。「重大な過失」と認定した上で，費用徴収率を4 0 % とする。

D  事業主が. 保険手続に関する指導又は加入勧奨を受けておらず. かつ. 事業主
が. その雇用する労働者について取締役の地位にある等労働者性の判断が容易
でないといったやむを得ない事情のために 労働者に該当しないと誤認し労働
保険徴収法第 3 条に規定する保険関係が成立した日から 1 年を経過してなお保険
関係成立屈を提出していなかった場合. その事業において 当該保険関係成立日
から 1 年を経過した後に生じた事故については。労災保険法第31条第 1 項第 1 号
の「重大な過失」 と認定しない。
E  事業主が 労災保険法第31条第 1 項第 1号の事故に係る事業に関し. 保険手続
に関する指導又は加入勧奨を受けておらず，かつ. 事業主が. 本来独立 した事業
として取り扱うべき 出張所等について 独立した事業には該当しないと誤認した
ために 当該事業の保険関係について直近上位の事業等他の事業に包括して手続
をとか独立した事業としては . 労働保険徴収法第 3 条に規定する保険関係が成
立した 日から 1 年を経過してなお保険関係成立届を提出 していなかった場合，r重
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:4 . iL司園Eヨf.l
-・.................................................................... ........ .... ...... ........
A  正しい( 法31条，平17.9.22基発0922001)。保険手続
に関する指導を受けたにもかかわ5 す， その後10日以内
に保険関係成立届を提出していなかった場合は， 故意と
認定された上で，費用徴収率を100%とする。

270頁

B  正しい( 法31条，平17.9.22基発0922001)。加入勧奨 | 圃 1270頁
を受けたにもかかわらず，その後10日以内に保険関係成
立届を提出していなかったJ品合は， 故意と認定された上
で，費用徴収率を100%とする。
C  正しい( 法31条，平17.9.22基発0922001)。記述のと
おり。
D  正しい (法31条，平17.9 .22基発0922001)。労働者性
の判断が容易でない， やむを得ない事情のため，保険関
係成立届を提出していなかった場合は， I重大な過失」
と認定しない。

E  誤り。事業主が， 独立した事業には該当しないと誤認
したために，当該事業の保険関係について直近上位の事

業等他の事業に包括して手続をとり，独立した事業とし
ては，保険関係成立屈を提出していなかった本件の場合
は，I重大な過失」として認定されない (法31条，平
17.9.22基発0922001)。

- 事業主からの費用徴収( 保険関係成立屈が未提出の場合) 因

事業主が故意又は重大な過失により，保険関係成立屈を
提出しない期間中に生じた事故について，保険給付を行っ
たときは，政府は，その保険給付に要した費用の全部又は
一部を事業主から徴収することができる。
故意……100% 重大な過失… "40%

直 田

270頁

270頁関連

270頁関連

5 .保険給付の通則等 213 

園



l択一式l費用徴収等
篭訪問ー6 [/ 1  )[/ !  )(L口
- 政府が保険給付を行ったとき，その保険給付に要した費用に相当する金額の全部
又は一部を事業主か5徴収できる事故として，正しいものはどれか。

A  事業主が重大で、ない過失により. 保険関係の成立につき，保険関係が成立した
日，事業主の氏名又は名称及び住所，事業の種類，事業の行われる場所その他厚
生労働省令で、定める事項を政府に届出していない期間中に生じた事故

B  事業主が，労働保険の事業に要する費用にあてるために政府に納付すべき一般
保険料を納付せず，その後，政府から督促を受けるまでの期間中に生じた事故
C  事業主が，労働保険の事業に要する費用にあてるために政府に納付すべき一般
保険料を納付しその後，重大な過失により生じさせた業務災害の原因である事
故

D  事業主が，労働保険の事業に要する費用にあてるために政府に納付すべき第一
種特別加入保険料を納付せず，その後，政府から督促を受けるまでの期間中に生

じた事故
E  事業主が，労働保険の事業に要する費用にあてるために政府に納付すべき第二
種特別加入保険料を納付せず，その後，政府から督促を受けるまでの期間中に生
じた事故
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....................................................................................... ........  
A  誤り。設聞は「重大でない過失」であるため，誤り 。「重 I
大な過失」により保険関係成立屈を提出していない期間
中に生じた事故については，保険給付の全部又は一部を

事業主から費用徴収することができる( 法31条 1項 1号)。
B  誤り。督促状に指定する期限後に生じた事故が，事業
主からの費用徴収の対象となる (法31条 1項 2 号)。督
促を受けるまでの期間は，費用徴収の対象にならない。

C  正しい( 法31条 1項 3号)。
D  誤り 。第 1種特別加入保険料が滞納されている期間中
に生じた事故は， 保険給付の全部又は一部を行わ砿いこ

とができる( 法34条 1項 4 号)。費用徴収ではなく支給
制限の対象となる。

269真

269頁

292頁

E  誤り。第2 種特別加入保険料が滞納されている期間中| 圃 J292頁
に生じた事故は， 保険給付の全部又は一部を行わないこ
とができる (法35条 1項 7号)。

- 事業主かうの費用徴収 因

行った場合. 政府はその保険給付に要した費用に相当する
金額の全部又は一部を事業主から徴収できる。
@  事業主が故意又は重大な過失により， 保険関係成立届
を提出しない期間中に生じた事故

@ 事業主が概算保険料のうち①一般保険料を納付しない
期間 (督促状の指定期限後の期間に限る) 中に生じた事故

の 事業主が故意又は重大な過失により生じさせた業務災
害の原因である事故

軍 国

①特別加入保険料を滞納し
ている期聞は 保険給付の
全部又は一部を行わ芯いこ
とができる。
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l択一式l保険給付の通則等
(cf.J問圃6 巴
- 労災保険法の保険給付等に関する次の記述のうち，正しいものはいくつあるか。

ア 労災保険給付として支給を受けた金品を標準と して租税その他の公課を課する
ことはできない。

イ 労災保険給付を受ける権利は. 労働者の退職によって変更されることはない。
ウ 不正の手段により労災保険に係る保険給付を受けた者がある ときは，政府は，

その保険給付に要した費用に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収する
ことカfできる。

エ 休業特別支給金の支給の申請は，その対象となる日の翌日から起算して 2年以
内に行わなければならない。

オ |筏害補償給付，遺族補償給付，介護補償給付，障害給付，遺族給付及び介護給

付を受ける権利は， 5 年を経過したときは. I時効によって消滅する。
A  一つ
B  二つ
C  三つ

D  四つ
E  五つ
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ア 正しい( 法12条の 6 )。記述のとおり。
イ 正しい( 法12条の 5 第 1項)。 記述のとおり 。
ウ 正しい (法12条の 3 第 1項)。 記述のとおり。
包不正受給者等から徴収する金額は，保険給付のうち.

偽りその他不正の手段により給付を受けた部分 (不当利

得分) に限られる( 昭40 .7 .31基発906)。
エ 正しい( 特別支給金則 3条 6項)。 特別支給金の支給
申請は，保険給付の請求と同時に行わなければならない。

① 
したがって， 休業特別支給金は，対象日の翌日から起算
して 2 年以内に行わなければならない。

オ 誤り。介護補償給付及び介護給付は，2 年を経過した
ときは，時効により消滅する (法42条)。
・保険給付を受ける権利の消滅時効 因

時効の期闘が2年 時効の期間が5年
療養( 補償) 給付( 療養の費用 障害( 補償) 給付
の支給に係るもの) -障害( 補償) 年金
休業( 補償) 給付 -障害( 補償)一時金

障害( 補償) 年金前払時金

介護( 補償) 給付 障害( 補償) 年金差額時金

遺族( 補償) 年金前払時金 遺族( 補償) 給付
葬祭料( 葬祭給付) -遺族( 補償) 年金

- 遺族( 補償)一時金
二次健康診断等給付

したがって， D  (四つ) が正解となる。

巨互園

271頁

271頁

269頁

282-283頁
①傷病特別支給金傷病特
別年金の支給申請はI 単独
で行うことになる( 申請期
限は 5年)。

297頁
傷病( 補償) 年金l志所轄
労働基準監督署長の職権で
支給決定が行われるため
これを受ける権利( 基本権)
についてI 時効の問題は生
じない。
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l択一式l保険給付の通則
eRIH24・4 空豆DZ ゴ(/ ! )(7 1  )  
- 労災保険の保険給付に関する次の記述のうち 誤っているものはどれか。

A  年金たる保険給付を減額して改定すべき事由が生じたにもかかわらず，その事
由が生じた月の翌月以後の分として減額しない額の年金たる保険給付が支払われ
たときは，その支払われた年金たる保険給付の当該減額すべきであった部分は，
その後に支払うべき年金たる保険給付の内払とみなすことができる。
B  保険給付を受ける権利は，譲り渡すことができない。
C  租税その他の公課は，保険給付として支給を受けた金品を標準として課するこ
とはできない。

D  政府は，保険給付を受ける権利を有する者が，正当な理由なく，行政の出頭命
令に従わないときは，保険給付の支給決定を取り消し支払った金額の全部又は
一部の返還を命ずることができる。
E  年金たる保険給付は，その支給を停止すべき事由が生じたときは，その事由が
生じた月の翌月からその事由が消滅した月までの聞は，支給しない。
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A  正しい( 法12条 1項)。減額して改定すべき事由が生
じたにもかかわらず，その事由が生じた月の翌月以後の
分として，年金たる保険給付が減額されすに支払われた
とき吟支払われた年金たる保険給付は，その後に支払う
べき年金たる保険給付の内払とみなすことができる。
B  正しい( 法12条の 5 第 2項)。包特別支給金については，
保険給付ではないため，譲り渡すことは禁止されていな
し、。

C  正しい (法12条の 6 )。固特別支給金についても，租
税その他の公課を課することはできない。
D  誤り。政府は，保険給付を受ける権利を有する者が，
正当な理由なく ，行政の出頭命令に従わないときは，保
険給付の支払いを一時差し止めることができる (法47条，

① 
47条の 3)。
E  正しい (法 9条 2項)。箇年金たる保険給付の支給は，
支給すべき事由が生じた月の翌月かう始まり，支給を受
ける権利が消滅した月で終わるものとする。

巨互園

264頁

271頁

271頁

271頁
①一時差し止め事国
@ 正当な理由が主主くて 所
定の届出をせず，若しく
は書類等の物件の提出を
しないとき。

。行政庁の報告命令出頭
命令等に従わないとき。

@ 行政庁の受診命令に従わ
ないとき。

263頁 (E肢)

5 ・保険給付の通則等 219 

園



l択一式l保険給付に関する届出
&A- - (L口

- 年金たる保険給付の受給権者が，労災保険法施行規則第21条の 2 の規定により，
遅滞なく文書で所轄労働基準監督署長に届け出怠ければな5 ないこととされてい
る場合として欠の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  受給権者の氏名及び住所に変更があった場合並びに新たに個人番号の通知を受
けた場合
B  同ーの事由により厚生年金保険の障害厚生年金等又は厚生年金保険の遺族厚生
年金等が支給されることとなった場合
C  同ーの事由により支給されていた厚生年金保険の障害厚生年金等又は厚生年金
保険の遺族厚生年金等の支給額に変更があった場合
D  同ーの事由により支給されていた厚生年金保険の障害厚生年金等又は厚生年金
保険の遺族厚生年金等が支給されなくなった場合
E  障害補償年金又は障害年金の受給権者にあっては，当該障害にかかる負傷又は
疾病が治った場合( 再発して治った場合は除く 。)
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「年金たる保障給付の受給権者の届出」として則21条
の 2 では，次の事項を届け出ることとしている。

(1) 受給権者の氏名及び住所に変更があった場合並びに新た
に個人番号の通知を受けた場合←A 肢

(2)  同一の事由により厚生年金保険の障害厚生年金等又は遺
族厚生年金等が支給されることとなった場合←B肢

(3)  同一の事由により支給されていた厚生年金保険の障害厚
生年金等又は遺族厚生年金等の支給額に変更があった場合

←C 肢

(4)  同一の事由により支給されていた厚生年金保険の障害厚
生年金等又は遺族厚生年金等が支給されなくなった場合

←口肢

(5)  障害( 補償) 年金の受給権者にあっては 1 その障害の程
度に変更があった場合

(6)  遺族( 補償) 年金の受給権者にあっては
@  遺族( 補償) 年金を受ける権利が消滅した場合。遺族( 補償) 年金の受給権者と生計を同じくしている
遺族( 補償) 年金を受けることができる遺族の数に増減
を生じた場合。遺族( 補償) 年金の受給権者が妻であり，遺族( 補償)
年金の額の改定を生じた場合

(7)  傷病( 補償) 年金の受給権者にあっては
@  負傷文は疾病が治った場合
⑪ 負傷又は疾病による障害の程度に変更があった場合

したがって， E )伎の「障害補償年金又は障害年金の受給

権者は，当該障害にかかる負傷又は疾病が治った場合」は

該当しない (則21条の 2第 l項)。
因障害補償年金又は障害年金の受給権者は，既に， 治ゆ

している者である。したがって E 肢の「障害補償年金又は
障害年金の受給権者は，当該障害にかかる負傷又は疾病が

治った場合」は矛盾することからも， 判断でき得る。

巨亙闘

271頁 (A - E 肢)
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l択一式l雑則
S H，Z23・7 竪 D

(7 1  )(7! )[7 1  )  
- 労災保隙法の雑則に関する次の記述のうち誤っているものはどれか。

A  行政庁は，労災保険法の施行に必要な限度において，職員に，適用事業の事業
場に立ち入り，関係者に質問させ. 又は帳簿書類その他の物件を検査させること
ができる。この立入検査をする職員は その身分を示す証明書を携帯し関係者
に提示しなければならない。
B  行政庁は，厚生労働省令で定めるところにより，保険給付の原因である事故を
発生させた第三者に対して，労災保険法の施行に関し必要な報告，届出，文書そ
の他の物件の提出を命ずることができる。
C  行政庁は，保険給付に関して必要があると認めるときは，保険給付を受け，又
は受けようとする者( 遺族補償年金又は遺族年金の額の算定の基礎となる者を含
む。) に対し，その指定する医師の診断を受けるべき ことを命ずることができる。
D  保険給付を受け，又は受けようとする者( 遺族補償年金又は遺族年金の額の算
定の基礎となる者を含む。) の診療に関することは守秘義務事項に該当するため，
行政庁は，その診療を担当した医師に対して，診療録の提示を命じることはでき
ない。
E  市町村長( 特別区の区長を含むものとし， 地方自治法第252条の19第 1項の指
定都市においては，区長又は総合区長とする。) は，行政庁又は保険給付ーを受け
ようとする者に対して，当該市( 特別区を含む。) 町村の条例で定めるところに
より，保険給付を受けようとする者又は遺族の戸籍に関し，無料で証明を行なう
ことができる。
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A  正しい( 法48条 l項 ・2項)。行政庁は，職員に， 適
用事業の事業場に立ち入り，関係者に質問させ，又は帳
簿書類その他の物件を検査させることができる。
B  正しい (法47条)。行政庁は，保険給付の原因である
事故を発生させた第三者に，必要な報告，届出，文書そ
の他の物件の提出を命ずることができる。
C  正しい( 法47条の 2)。行政庁は，保険給付に関して
必要があると認めるときは，保険給付を受け又は受けよ
うとする者( 遺族補償年金の額の算定の対象となる者を
含む) に対し 医師の診断を受けるべきことを命ずるこ
とができる。
D  誤り。行政庁は，保険給付に関して必要があると認め
るときは，その診療を担当した医師に対して. 診療録の
提示を命じることができる (法49条 1項)。
E  正しい( 法45条)。市町村長は，行政庁又は保険給付
を受けようとする者に対して，保険給付を受けようとす
る者又は遺族の戸籍に関し， 無料で証明を行うことがで
きる。

巨m l.i

298頁

29日頁
B 肢の命令に違反して報告
若しくは届出をせす。もし
くは虚偽の報告ー届出を
したときは 6 月以下の懲
役または20万円以下の罰金
に処せられる。

298頁関連(C肢)

298頁

298頁関連
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i択一式l社会復帰促進等事業
613附圃4 四

伝吾扇扇面 軍要慶B

- 労災保険法第四条に定める社会復帰促進等事業に関する次の記述のうち，誤って
いるものはどれか。

A  政府が行うことができる社会復帰促進等事業には，賃金の支払の確保を図るた
めに必要な事業が含まれる。
B  政府が行うことができる社会復帰促進等事業には，健康診断に関する施設の運
営を図るために必要な事業が含まれる。
C  政府が行うことができる社会復帰促進等事業には，業務災害の防止に関する活
動に対する援助を図るために必要な事業が含まれる。
D  政府が行うことができる社会復帰促進等事業には，被災労働者の遺族の就学の
援護を図るために必要な事業が含まれる。
E  政府が行うことができる社会復帰促進等事業には，葬祭料の支給を図るために
必要な事業が含まれる。
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A  正しい( 法29条 1項 3号)。記述のとおり。
B  正しい( 法29条 1項 3号)。記述のとおり。
C  正しい( 法29条 1項 3 号)。記述のとおり。
D  正しい (法29条 1項 2 号)。記述のとおり。
E  誤り 。社会復帰促進等事業に，葬祭料の支給を図るた
めに必要な事業は含まれていない( 法29条)。

圃①埜会復帰促進等事業 因

社会復帰 療養に関する施設及びリハビリテーションに関す

促進事業 る施設の設置及び運嘗，その他，被災労働者の円
滑な社会復帰を促進するために必要な事業

被災労働者の療養生活の援護被災労働者の受け
被災労働 る介護の援護その遺族の就学の援護 (0 肢)，
者等援護 被災労働者及びその遺族が必要とする資金の貸付
事業 けによる援護その他被災労働者及びその遺族の捷

護を図るために必要芯事業

業務災害の防止に関する活動 (C 肢) に対する援

安全衛生 助. 健康診断に関する施設の設置及び運営 (8 肢)

確保事業 その他労働者の安全及び衛生の確保，保険給付の
適切芯実施の確保並びに賃金の支払の確保(A 肢)
を図るために必要な事業

庄司園

280頁(A- EH豆)

①労災保険では保険給付
の支給だけでなく被災労
働者の福祉の増進を図るた
め社会復帰促進等事業も行
われている。
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l択一式l特別支給金m H2 8-7  
伝扇蚕云面 題度A

[/ 1  )(LつZコ
- 特別支給金に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  休業特別支給金の支給の申請に際しては，特別給与の総額について事業主の証
明を受けたうえで， これを記載した届書を所轄労働基準監督署長に提出しなけれ
ばならない。
B  休業特別支給金の額は， 1 日につき算定基礎日額の100分の20に相当する額と
される。
C  傷病特別支給金は，受給権者の申請に基づいて支給決定されることになってい
るが，当分の間，事務処理の便宜を考慮して，傷病補償年金または傷病年金の支
給を受けた者は，傷病特別支給金の申請を行ったものと して取り扱って差し支え
ないこととされている。
D  特別給与を算定基礎とする特別支給金は，特別加入者には支給されない。
E  障害補償年金前払一時金が支給されたため. 障害補償年金が支給停止された場
合であっても，障害特別年金は支給される。
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A  正しい( 特別支給金則12条，様式第 8号別紙裏面)。
休業特別支給金の額に特別給与は影響しないが，将来支

① 
給され得る傷病特別支給金等に備え， 特別給与の総額を
記載し提出することと されている。
B  誤り。休業特別支給金の額は. 1 日につき休業給付基
礎日額の100分の20に相当する額とされる (特別支給金
則 3条 l項)。
因算定基礎日額とは「算定基礎年額7365J であり，

算定基礎年額とは. E oの額が，⑪又は⑪のいすれか低い
方の額を超えるときは，⑪又は⑪のいすれか低い方の額
とする。

@  負傷又は発病の日以前 1年間に支払われた特別給与の総額 (原則)
@  給付基礎日額x 365x 100分の20
@  150万円

283頁関連
①特別給与とは. 3箇月を
超える期間ごとに支払われ
る賃金である。

283頁

C  正しい (特別支給金則 5条の 2. 昭56.6.27基発393)。 283頁

記述のとおり。
D  正しい (特別支給金則19条)。記述のとおり。
E  正しい (特別支給金則 2条. 7条 l項)。保険給付が
前払一時金で支払われたため年金が支給停止されている
問でも，特別支給金は支給停止されない。

巨m l:i

288頁 (E肢)
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i択一式l特別支給金
(7 1  )(7 1  )(L口

- 労働者災害補償保険特別支給金に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  休業特別支給金の額は. 1 日につき休業給付基礎日額の100分の30に相当する
額とされる。
B  休業特別支給金の支給の対象となる 臼について休業補償給付又は休業給付を受
けることができる者は，当該休業特別支給金の支給の申請を，当該休業補償給付
又は休業給付の請求と同時に行わなければならない。
C  既に身体障害のあった者が，業務上の事由又は通勤による負傷又は疾病により
同ーの部位について障害の程度を加重した場合における当該事由に係る障害特別
支給金の額は，現在の身体障害の該当する障害等級に応ずる障害特別支給金の額
とされる。
D  遺族特別支給金の額は. 300万円とされ，遺族特別支給金の支給を受ける遺族
が 2人以上ある場合には それぞれに300万円が支給される。
E  遺族特別支給金の支給の申請は，労働者の死亡の日の翌日から起算して2 年以
内に行わなければならない。
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:  

A  誤り。休業特別支給金の額は. 1 日につき休業給付基
礎日額の100分の20に相当する額である( 特別支給金則
3条 1項)。
B  正しい (特別支給金則 3 条 5 項)。特別支給金の支給
申請は. 保険給付の請求と同時に行わなければならない。
園傷病特別支給金 ・傷病特別年金の支給申請は，星旦L

① 
皇盤で行うことになる。
C  誤り。加重の場合における障害特別支給金の額は，現
在の身体障害の該当する障害等級に応ずる障害特別支給
金の額から，既にあった身体障害の該当する障害等級に
応ずる障害特別支給金の額を差し引いた額となる (特別

② 
支給金則 4 条 2項)。
・加重の例

障害等級9 級 加重 障害等級3 級
( 障害特別支給金50万円) ーー惨( 障害特別支給金300万円)

差し引いた額分
(300万円一 50万
円) が支給され
る

D  誤り。遺族特別支給金を受けることができる遺族が2
人以上あるときは. 300万円をその人数で除した額とな
る( 特別支給金則 5条 3項)。
E  誤り 。申請は， 死亡日の翌日から起算して5 年以内に
行わなければならない (特別支給金則 5条 8項)。

巨互園

283頁

282頁
①ただし。当分の間は。傷
病補償年金又は傷病年金の
支給の決定を受けた者は，
傷病特別支給金の申請を
行ったものとして取り扱わ
れる( 申請は不要)。

284頁関連(C肢)
②傷病特別支給金を受けた
労働者が治ゆ後. 障害特別
支給金を受けることとなっ
た場合も。その障害特別支
給金の額が既に支給を受け
た傷病特別支給金の額を超
えるときに限り. その差額
が支給される。

284頁

282-283頁
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l択一式l特別支給金
e u ) H 2 2圃2 回コ(/ ! )(L己
- 特別支給金に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  特別支給金は，保険給付ではなく，その支給は社会復帰促進等事業として行わ
れるものであり，その支給事由，支給内容. 支給手続等は，労働者災害補償保険
特別支給金支給規則に定めるところによる。
B  特別支給金は，すべて関連する保険給付と併せて支給されるものであり，その
支給を受けるためには，必ず関連する保険給付の請求と同時に別途当該特別支給
金の支給の申請を行わなければならない。
C  特別支給金は，関連する保険給付と併せて支給されるものであるが， 他の公的
保険の給付が併給されて労災保険の保険給付の額が減額される場合でも，特別支
給金の支給額が減額されることはない。
D  特別支給金の支給は，社会復帰促進等事業と して行われるものであるが，その
事務は所轄労働基準監督署長が行う。
E  特別支給金は，業務災害に関する療養補償給付，葬祭料及び介護補償給付，通
勤災害に関する療養給付，葬祭給付及び介護給付. 並びに二次健康診断等給付と
関連しては支給されない。
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A  正しい (法29条 1項 2 号，特別支給金則 1条ほか)。
特別支給金は，保険給付の受給権者に対して，保険給付

に付加して支給されるものである。
B  誤り 。保険給付である傷病( 補償) 年金は職権で支給
決定されるため， 傷病特別支給金 ・傷病特別年金は，里

① 
塑歪里蓋することとされている (必ず関連する保険給付
の請求と同時に申請を行うわけではない) (特別支給金

C  正しい (特別支給金則20条ほか)。特別支給金は，他
の公的保険の給付と，支給調整されない。

D  正しい( 法29条 1項， 則 1条 3項)。特別支給金に関
する事務は， 所轄労働基準監督署長が行う。

E  
すべての保険給付に関連して支給されるものでは砿い。

② 

. 特別支給金の種類包
特別支給金

保険給付 一般の ボーナス
特別支給金 特別支給金

休業( 補償) 給付 休業特別支給金 なし

傷病( 補償) 年金 傷病特別支給金 傷病特別年金
障害(補{賞)年金 障害特別年金

障害特別支給金
障害( 補償) 時金 障害特別一時金
遺族( 補償) 年金 遺族特別年金

遺族特別支給金
遺族( 補償) 時金 遺族特別一時金
障害( 補償) 年金差額 なし 障害特別年金差額
一時金 一時金

巨互園

282頁

282-283頁
①実際にIcI;，当分の閏，傷
病( 補償) 年金の支給決定
を受けた者は傷病特別支
給金傷病特別年金の申請
を行ったものとして取り扱
われる。

288頁

204頁

282頁
②療養 (補償) 給付。介護
(補償) 給付葬祭料 ・葬
祭給付二次健康診断等給
付と関連する特別支給金は
ない。
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l択一式i特別加入
巴D 悩ー5 Eコ巴コ[7 1

)  

- 特別加入に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。

A  年間農業生産物総販売額300万円であって経営耕地面積 1ヘクタールの農業の
事業場における土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽培若しくは採取の作業で，
動力により駆動される機械を使用するものに従事する者は，労災保険の特別加入
の対象となる。
B  年間農業生産物総販売額200万円であって経営耕地面積 1 ヘクタールの畜産の
事業場における家畜の飼育の作業で，牛 ・馬・豚に接触し又はそのおそれのある
ものに従事する者は，労災保険の特別加入の対象となる。
C  専従l隊員( 労働組合が雇用する労働者をいう。以下同じ。) 又は労働者とみな
される常勤役員がいないいわゆる一人専従役員たる労働組合の代表者は，労働者
とみなされず，かつ. 労災保険の特別加入の対象とならない。
D  専従職員を置かず常勤役員( 代表者を除く 。) を置く労働組合の非常勤役員は，
労働者とみなされず，かつ. 労災保険の特別加入の対象とならない。
E  海外派遣者について，派遣先の海外の事業が厚生労働省令で定める数以下の労
働者を使用する事業に該当する場合であっても，その事業の代表者は，労災保険
の特別加入の対象とならない。
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A  正しい( 法33条 5号，則46条の18第 1号イ，平3.4 .12
労告37)。設問の者は， 特定農作業従事者に該当する。

特定農作業従事者には，厚生労働大臣が定める規模( 年
間農業生産物総販売額300万円以上又は経営耕地面積2
ヘクタール以上) の事業場であること等が条件とされて
いる。
B  誤り。 A 肢の解説を参照。なお，ここでの農業には，
畜産及び養蚕の事業が含まれる( 法33条 5号，則46条の
18第 l号イ，平3.4 .12労告37)。
C  誤り 。専従]隊員又は労働者とみなされる常勤役員がい
ない一人専従役員たる労働組合の代表者は，特別加入(一
人親方) の対象となる( 法33条，則46条の18，平11 .2.18
基発77)。
D  誤り。専従職員を置かず常勤役員 (代表者を除く ) を

① 
置く労働組合の非常勤役員は， 中小事業主等として特別
加入することができる (法33条，則46条の18，平11 .2 .18
基発77)。
E  誤り 。海外の事業がいわゆる特定事業に該当するとき
は，その事業の事業主その他の労働者以外の者として派

遣する者も含め， 特別加入の対象となる。したがって，

事業の代表者も特別加入の対象となる (法33条 7号)0
. ②特定事業の要件( 業種・規模要件) 因

その事業主の行う事業の業種 使用する労働者の数
@  金融・保険・不動産 ・小売業 常時 50人以下
⑪ 卸売 ・サービス業 常時100人以下。上記@ ⑪以外の業種 常時300人以下

巨豆田

290頁関連

290頁関連

290頁関連

290頁関連
①専従職員を置か芯い常勤
役員の代表者1<):. 労働者と
して取り扱われるため，労
災保険が適用される。

291頁

①いわゆる中小事業主の業
種規模要件と悶じである。
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l択一式l法令全般
巴日間圃7 巨口E口(7 1 )  
- 労災保険法に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  特別加入制度において，個人貨物運送業者については通勤災害に関する保険給
付は支給されない。
B  特別加入制度において，家内労働者については通勤災害に関する保険給付は支
給されない。

C  国庫は，労災保険事業に要する費用の一部を補助することができる。
D  労働者が業務に起因して負傷又は疾病を生じた場合に該当すると認められるた
めには，業務と負傷又は疾病との聞に相当因果関係があることが必要で、ある。
E  船員法上の船員については労災保険法は適用されない。

234 第 3編労働者災害補償保険法



:4 軍出国F tf畠
A  正しい( 法35条 1項，則46条の22の 2 )。因一人親方
等の特別加入者のうち次に掲げる者は. 住居と就業の場

292頁

園所との往復の実態がはっきり しないので¥ 通勤災害に関

①個人水産業者のうち. 船
員が行う事業に係る者は除
く( 通勤災害に関する保険
給付が行われる) 。

する保険給付は行わない。

個人タクシー業者 ・個人貨物運送業者
①個人水産業者
特定農作業従事者
指定農業機械作業従事者
危険有害作業の家内労働者等

@
@
の
@
@

292頁

294頁

正 しい( 法35条 1 項， 則46条の22の 2)。記述のとお
り。

B  

予算の範囲内において，正しい( 法32条)。国庫は，C  

労災保険事業に要する費用の一部を補助することができ

る。

208- 209頁昭53 .3.30基発187. 最 2小正 しい( 法 7 条 l項 l号，D  
判昭51. 11.12熊本地裁八千代支部公務災害事件ほか)。

②業務遂行性ー労働者が労
働契約に基づいてI 事業主
の支配下にある状態をいう。
③業務起因性 災害が業務
に起因して発生し その災
害が原因となり傷病等が発
生したという相当因果関係
をいう。

- 業務災害の認定 因

芯し .. ない v
業務災害と認められない

誤り。船員法 l 条に規定する船員を使用して行う船舶E  

235 

207頁(E肢)

8 ・法令全般

その船員につい

[IE19lI固

所有者の事業は，強制適用事業であり，

(法 3条)。ても労災法の適用がある



i選択式l保険給付等・2似通H2 8 Eコ(/1 )(Lこコ
- 次の文中の仁コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

1  労災保険法第13条第 3項によれば，政府は，療養の補償給付として療養の給付
をすることが困難な場合同養の給付に代えて仁日を支給することができる。
労災保険法第12条の 2 の 2 第 2項によれば. r労働者が故意の犯罪行為若しくは
重大な過失により，又は正当な理由がなくて日こ従わないことにより J. 負傷
の回復を妨げたときは，政府は，保険給付の全部又は一部を行わないことができる。
2  厚生労働省労働基準局長通知 (r脳血管疾患及び虚血性心疾患等 (負傷に起因
するものを除く 。) の認定基準について」平成13年12月12日付け基発第1063号)
において，発症前の長期間にわたって，著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な
業務に就労したことによる明らかな過重負荷を受けたことにより発症した脳血管
疾患及び虚血性心疾患等 (負傷に起因するものを除く 。) は，業務上の疾病とし
て取り扱うこととされている。業務の過重性の評価にあたっては，発症前の一定
期間の就労実態等を考察し発症H寺における疲労の蓄積がどの程度であったかと
いう観点から判断される。
「発症前の長期間とは発症前おおむね仁司をいう」とされている。疲労の

蓄積をもたらす要因は種々あるが，最も重要な要因と考えられる労働時間に着目
すると. r発症前仁日におおむね100時間又は発症前仁E にわたって. 1か月
あたりおおむね80時間を超える時間外労働が認められる場合は，業務と発症との
関連性が強いと評価できること」を踏まえて判断される。ここでいう時間外労働
時間数は. 1週間当たり 40時間を超えて労働した時間数である。

E墨画
① 業務命令 ② 就業規則 ③ 治療材料 ④ 薬剤
① リハビリ用品 ⑥ 療養に関する指示 ⑦ 療養の費用
③ 労働協約 ① 3か月間 ⑩ 6か月間 @  12か月間
⑫ ⑬ 1週間 ⑭ 2週間 ⑮ 4週間
⑬ 1か月間 ⑫ 1か月間ないし 6 か月間
⑬ 1か月間ないし12か月間 ⑮ 2 か月間ないし 6 か月間
⑮ 2 か月間ないし12か月間
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IEm・Fifl -・................................................................................... ... ..... .
1 は，療養補償給付のうち， 療養の費用の支給について

問われている。内容は，択一式対策の範囲といえる。
2 は，脳血管疾患及び虚血性心疾患等 ( 負傷に起因する

ものをl除く) の認定基準からの出題である。ここでは，発
症前 1か月間に概ね100時聞を超える時間外労働が認めら
れる場合，又は発症前 2 か月間ないし 6 か月間にわたって.

① 
1か月あたり概ね80時間を超える時間外労働が認められる
場合は，業務と発症との関連性が強いと判断される。
・時間外労働と発症との関連性

時間外労働時間( 1か月あたり)

概ね45時間以内

概ね45時間を超える

業務と発症
との関連性

関連性が弱い

関連性が徐々
に強まる

発症前 1か月間に概ね100時聞を超える，又は'1 関連性が強い

(  正解 l  A  ⑦ 療養の費用( 法13条 3項)

① 12か月間ないし6 か月
間にわたって 1か月あた
り概ね80時間を超えるJ と
は発症前の2か月間 3
か月間， 4か月問。 5か月
間 6か月間のいすれかの
月平均時間外労働時聞が即
時聞を超えることを指す。

I  l%lJ 231頁
B  ⑥ 療養に閲する指示( 法12条の 2の2第 | 圃 J268頁

2項)
C  ⑮ (平13.12.12基発1063) 国 213頁

D  ⑬ 1か月間( 平13. 12.12基発1063) 圏 213頁関連

E  ⑮ 2か月間ないし 6治、月間 CSF13 .12.12 圃 213頁関連

基発1063)
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1選択式l特日目加入制度
色白問
- 次の文中の仁コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

労災保険法第33条第 5号によれば，厚生労働省令で定められた種類の作業に従
事する者 (労働者で、ある者を除く 。) は，特別加入が認められる。労災保険法施
行規則第46条の18は，その作業として，農業における一定の作業，国又は地方公
共団体が実施する訓練として行われる一定の作業，労働組合等の常勤の役員が行
う一定の作業， 仁日関係業務に係る一定の作業と並び，家内労働法第 2条約
項の家内労働者又は同条第 4項の仁E が行う一定の作業(同作業に従事する家
内労働者又はその仁E を以下「家内労働者等」という。) を挙げている。
労災保険法及び労災保険法施行規則によれば，仁司が，家内労働者等の業務

災害に関して労災保険の適用を受けることにつき申請をし，政府の承認があった
場合，家内労働者等が当該作業により負傷し疾病に慌患し障害を負い，又は
死亡したとき等は労働基準法第75条から第77条まで，第79条及び第80条に規定す
る災害補償の事由が生じたものとみなされる。
最高裁判所は，労災保険法第12条の 4 について，同条は，保険給付の原因であ
る事故が第三者の行為によって生じた場合において，受給権者に対し，政府が先
に保険給付をしたときは，受給権者の第三者に対する損害賠償請求権はその給付
の価額の限度で当然固に移転し，第三者が先に損害賠償をしたときは，政府はそ
の価額の限度で保険給付をしないことができると定め，受給権者に対する第三者
の損害賠償義務と政府の保険給付義務とが仁日の関係にあり ，同ーの軸によ
る損害の仁日を認めるものではない趣旨を明らかに しているものである旨開
示している。

l  

2  

医療
減額
仲介入
福祉

立証

④
③
⑫
⑮
⑫
 

移転
家内労働者等の団体
相互補完
二重填補
補助者

③
⑦

O
⑮
⑮
 

委託者の団体
介護
使用人
独立

保健

労働者災害補償保険法

②
⑤

⑩
⑪
⑬
 

霊童画
① 委託者
⑤ 請負的仲介入
① 在宅労働者
⑬ 重複
⑫ 並立
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一......... .・......................... ........... ....... ........... ...................... ........
1の前半は， 特定作業従事者についての記述である。問

題文はじめの「厚生労働省令で定め5 れた種類の作業に従
事する者( 労働者である者を除く )J ゃ「農業における一
定の作業」といったキーワードから導き出したい。
A は，平成13年より特別加入の対象とされた「介護J 関

係業務が入る。 B では. 家内労働者等の具体的な内容が問
われている。家内労働者+ r補助者J が正解となるが， こ
こは難問と思われる。
1の後半は，労災保険の適用についてだが，特定作業従

事者である第2種特別加入者は， 一人親方等をはじめ， 団
① 

体加入方式を採用していることから. cは「家内労働者等
の団体」が回答となる。
2 は，最高裁判例(第三者行為災害) からの出題である。

二重填補を防止するための調整である旨を理解されていれ
ば，正解し得る問題といえよう。

[  正解 )  A  ⑥ 介護 (則46条の18第 5 号)
B  ⑬補助者( 員IJ46条の18第 3 号)

①特別加入者の種別
③第 1種特別加入者
時中小事業主等

⑪第2 種特別加入者
時一人親方等，
特定作業従事者

。第3 種特別加入者
時海外派遣者

I  1且 290頁

川 昌j290頁

C  ⑦ 家内労働者等の団体( 法35条 1項ほか) I圃j291頁
D  ⑪ 相互補完 (最 3 小判平元. 4.11高田建 | 圃1274頁

設従業員事件)
E  ⑮ 二重填補( 最 3 小判平元.4.11高田建| 園J274頁

設従業員事件)

9・選択式 239 
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l選択式l保険給付等
(/ 1  )(L口(71 ]  

- 次の文中の仁コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

l  政府は. 障害補償年金を受ける権利を有する者が死亡した場合において，その
者に支給された当該障害補償年金の額及び当該障害補償年金に係る仁日の額の
合計額が. 当該障害補償年金に係る障害等級に応じ，労災保険法により定められ
ている額に満たないときは，その者の遺族に対し，その請求に基づき，保険給付
として. その差額に相当する額の障害補償年金差額一時金を支給する。その定め
られている額以降害等級が第 1級の場合，給付基礎日額の仁E である。
2  
者れと生封矧蛸言計計1-そ刊を伺同じくωしていた柑目配e1，偶僻関階者， 子子' 父矧母， 孫 仁臼の制例州柵)1川順11順|阪質蹄序肘であ制り， それら
の者がいない場合には，生計を同じくしていなかった配偶者，子，父母，孫，
仁司の) l J j (序である。
3  政府は，当分の間，労働者が業務上の事由により死亡した場合における当該死
亡に関しては，遺族補償年金を受ける権利を有する遺族に対しその請求に基づ
き，保険給付として，遺族補償年金前払一時金を支給するが，遺族補償年金前払
一時金の額は，給付基礎日額の仁日こ相当する額とされている。
4  労災保険の加入手続について行政機関から指導等を受けたにもかかわらず. 手
続を行わない期間中に業務災害が発生し例えば遺族補償一時金が支払われた場
合，事業主が「故意」に手続を行わないものと認定され，支給された当該遺族補
{武一時金の額の100% が費用徴収される。
上記災害の発生が，労災保険の加入手続について行政機関から指導等を受けて
はいないものの. 労災保険の適用事業となったときから 1年を経過して，なお手
続を行わない期間中である場合は. 事業主が「重大な過失」により手続を行わな
いものと認定され，支給された当該遺族補償一時金の額の仁目が費用徴収される。

①20% ②4 0 % ③60%  
⑤ 1年分. 2 年分. 3 年分 ⑤200日分，
⑦313日分 ③500EI分. 1000日分
⑮1050日分 ⑪1200日分 ⑫1340日分

④80%  
400日分. 600日分 800日分. 1000日分
①560日分
⑬兄弟姉妹

⑬兄弟姉妹及びその配偶者 ⑮障害一時金 ⑮障害給付
⑫障害年金 ⑬障害補償年金前払一時金 ⑮祖父母 ⑫祖父母及び兄弟姉妹
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:4.出国E弓f圏 .  ・. ........ .... .. ...... .... .. .. ......... ...... ..... ...... ..............・・・... .... ..............
保険給付等に関する問題である。いずれも択一式で問わ

れうる内容であり ，解答しやすかったものと思われる。 園
- 障害補償年金差額一時金

障害等級に応じて定 既に支給された障害補償年金の額
められている一定の 一 +  
額( 1級 1.340 自分) 障害補償年金前払一時金の額

- 事業主からの費用徴収

事業主が 「故意又は重大な週失により，保険関係成立屈
を提出しない期間中に発生した事故」について保険給付
を行った

①盤重一一ー 「給付額X 100%J i  
②重主主塑き 「給付額X 40%J  )  

を支給のつど
徴収する

①故意 指導等を受けたに
もかかわらす提出を行わな

。1 
1ν 

②重大な過失 適用事業に
芯ってから 1年経過しても
提出を行わない。

仁孟コ A ⑬ 障害補償年金前払一時金( 法附則58条 | 圃 1242頁
1項)

B  ⑫ 1340日分 (法附則58条 1項 閉 243頁
c  @  祖父母及び兄弟姉妹(法附則58条 2項) I  I事 243頁
D  ⑤ 200日分. 400日分. 600日分. 800日分. I噂 252頁

1000日分( 法附則60条 2項。則附則31項)
E  ② 40% (平17.9.22基発0922001) 回J270頁
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[/ 1  HL}コ巴ゴ
i選択式l給付基礎目額
f !e'附
- 次の文中の亡コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

労災保険法施行規則で定める年齢階層( 以下「年齢階層」という。) ごとに休業
補償給付又は休業給付( 以下「休業補償給付等j という。) の額の算定の基礎とし
て用いる給付基礎日額( 以下「休業給付基礎日額」という。) の最低限度額として
厚生労働大臣が定める額は，厚生労働省において作成する賃金構造基本統計の
亡口こついて. 年齢階層ごとに求めた 以下の(1)及び(幻の合算額を，賃金構造基
本統計を作成するための調査の行われた月の属する年度における被災労働者の数で

当該年齢| 附こ属する男性の仁日(以下「男性労働者」という。) を，その受
けている賃金構造基本統計の調査の結果による一月当たりのきまって支給する現
金給与額 (以下「賃金月額j という。) の酬に従い，仁E の|間に区分し，そ
の区分された|闘のうち仁巳賃金月伽こ係る階層に属する男性労働者の受けて
いる賃金月額のうち仁E ものを仁E で、除して得た船こ，被災労働者であって
男性である者の数を釆じて得た額
当該年齢階層に属する女性の仁日( 以下「女性労働者」という。) を. I賃金

月額」の高低に従い，仁日の|閥に区分し，その区分された階層のうち仁己賃
金月額に係る階層に属する女性労働者の受けている賃金月額のうち仁田ものを

仁E で除して得た額に，被災労働者であって女f生である者の数を乗じて得た額

除して得た額とされる。

)
 

市
'A(
 

(2)  

25 ⑥ 22 

加重平均の

全労働者
平均の

労働基準法上の労働者
⑫ 平均的

①
⑩
⑬
⑬
@
 

21 ④ 20  
上から 2番目の
常用労働者
非典型労働者
最も低い

中央値の
最も高い

第 3編労働者災害補償保険法

①
⑨

⑫
⑮
⑮
 

Iyi1WJ，.) 
15 ② 

③ 
10 

30 28 
下から 2番目の

①
⑦

O
⑬
⑬
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給付基礎日額における最低限度額の算定方法について問

園われている。労災法施行規則の条文からの出題だが，準備

し難い期i:問といえる。こうした問題が出題されたときは，
合格ラインと して

落ち着いて解いていきたい。

具体的には，問題文中に最低限度額と記載されているこ
とから. cは「最も低しり と見抜くこと。E については賃
金月額から給付基礎日額を求めることより i30J で除すと

ることを想定し

聞 226頁( A - E )

2点を確保できるであろう。

常用労働者 (則 9条の 4 第 I項)
20 (則 9条の 4 第 1項)
最も低い( 則 9条の 4 第 1項)
最も高い( 買1 ] 9条の 4 第 1項)

⑫
③
⑮
⑬
③
 

判断できれば，

A  
B  
C  

仁歪コ

243 9 ・選択式

30  (則 9条の4 第 1項)
D  
E  



[7 1  ](7 1 匠コ
l選択式l第三者行潟災害等
色白脳

業務上負傷し又は疾病にかかった労働者が，当該負傷又は疾病に係る療養の
開始後 3年を経過した日において傷病補償年金を受けている場合には，労働基準
法第四条第 l項の規定の適用については，当該使用者は，当該 3年を経過した日
において 同法制約規定により仁日を支払ったものとみなす。
第三者行為災害とは. 労災保険の保険給付の原因である災害が，当該災害に関

する労災保険の保険関係の当事者，すなわち政府， 亡E 及び労災保険の受給権
者以外の第三者の行為などによって生じたもので，労災保険の受給権者である被
災労働者又は遺族( 以下「被災者等」という。) に対 して，第三者が損害賠償の
義務を有しているものをいう。
労災保険法は，第三者行為災害に関する保険給付と民事損害賠償との支給調整
につき，次のように定めている。
第一に，被災者等が第三者から先に損害賠償を受けたときは，

額の仁己で保険給付をしないことができる。
第二に. 先に政府が保険給付をしたときは，政府は，被災者等が第三者に対し

て有する損害賠償請求権を保険給付の怖の仁日で取得する。政府が取得した
損害賠償請求権を行使することを求償という。
被災者等と第三者との問で¥ 被災者等が受け取る全ての損害賠償についての

仁日が， 真正に すなわち錯誤や仁E などではなく両当事者の真意により成
立し被災者等正日額以外の損害賠償の請求権を放棄した場合政府は，
則として日成立以後の保険給付を行わない。

- 次の文中の仁コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

l  

その価

l県

政府は，

2  

迫
定
判

強
裁
審

①
⑮
⑮
 

管理監督者
最小限
障害補償
分割補償

④
①
⑬
⑮
 

償

室口
渉
補
意

者
身
加
交
終

同

③
③
⑬

⑬
 

打切補償
度
談
止ヒ
口

労働者災害補償保険法

音IS ②
決定 ⑦ 
事業主 ⑫ 
全部 ⑫
労働基準監督署長

限
刀三

通
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①
⑥
⑪
⑬
@

244 



: = 重出圃EヨfI
前半は打切補償，後半は第三者行為災害からの出題であ

園る。
労基法においても登場する重要用語であり ，打切補償は，

まず得点できたと思われる。

B は，第三者行為災害の定義からの穴埋め問題である。
前文に保険関係の当事者とあることから，政府の他に「事
業主J が登場することが推定でき ょう。

245 

235- 236頁

9・選択式

274頁

274頁

275頁

275頁

3  その他のキーワードも特別に難 しいものではなく，

打切補償 (法19条)
事業主 (昭30.1l. 22基発301)
限度 (法12条の 4 )
示談 ([1召38.6. 17基発687)
強迫 (昭38.6.17基発687)

点 - 4 点は確実に得点し得る問題と思われる。

②
⑪
⑦
⑫
①
 

A  
B  

D  
C  

E  

仁亘コ
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l選択式l目的等
巴y H 2 2
- 次の文中のにコの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

業務災害とは労働者の業務上の，通勤災害とは労働者の通勤による，負傷，疾
病. 障害又は死亡である。労働者災害補償保険は，業務災害又は通勤災害等に関
する保険給付を行い，あわせて，被災した労働者の仁日の促進，当該労働者及
びその遺族の援護，労働者の仁目の制時間り もって労働者の福祉の増進
に寄与することを目的とする。
派遣労働者に係る業務災害の認定に当たっては. 派遣労働者紅白との聞の

労働契約に基づき仁己の支配下にある場合及び派遣元事業と派遣先事業との問

の労働者派遣契約に基づき仁日の支配下にある場合には，一般に仁E がある

1  

2  

ものとして取り扱われる。

業務起因性

派遣先責任者
注文主

入
② 救済 ① 
① 社会復帰 ⑥ 
③ 条件関係 ⑤ 
⑪ 相当因果関係 ⑫ 
⑪ 派遣先事業主 ⑮ 
⑪ 派遣元事業主及び派遣先事業主

派遣元事業主又は派遣先事業主 ⑮ 

収

1舌

療

派遣元事業主

安全及び衛生
業務遂行性
受託者

症霊B

生
ムロ

①
④
⑦

⑮
⑬
⑬

⑬
@
 

派遣元責任者

労働条件
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IEL守・FifI
前半は労災法の目的条文から，後半は派遣労働者に係る

園保険給付に関する留意事項等に関する通達からの出題であ

目的条文は，選択式対策には欠かせないものであり，多
くの受験生が準備されているであろう。また，労働者派遣

る。

事業に関する問題では，通達からの出題とはいえ. 労基法
や一般常識の学習の範囲にあり . 3問中 2聞は正解し得る

203寅

203頁

207頁

社会復帰 (法 1条)
安全及び術生( 法 1条)
派遣元事業主(昭61. 6.30基発383)
派遣先事業主(昭61. 6.30基発383)

⑤
①
⑬
⑬
④
 

と考えられる。

A  

B  
C  

仁歪コ

247  

207頁

207頁

9・選択式

業務遂行性 ([1日61. 6.30基発383)
D  
E  



l択一式l労災保険制度
巴1;)-血 [71  )(71 )(7¥ )  
- 労災保険制度に関する次の記述のうち，誤っているものはどれか。

A  労災保険法第 3 条は. rこの法律においては，労働者を使用する事業を適用事
業とする」と定めており. 労働者を使用しない事業において業務に従事する者に
は，労災保険法が適用されることはない。
B  労働者に該当しない者であっても. 適用事業において業務に従事する一定の者
には，労災保険法が適用される場合がある。
C  労働者を使用する事業であれば. 事業主がその旨を所轄行政庁に届け出ない場
合でも，一部の事業を除き，適用事業である。
D  労災保険の保険給付に関する決定に不J J l j { がある者は，労働者災害補償保険審査
官に対して審査請求をすることができるが，この審査請求は，審査請求人が原処
分のあったことを知った日の翌日から起算して 3月を経過したときは，すること
ができない。
E  事業主からの特別な費用徴収に関する処分に不服がある者は，厚生労働大臣に
審査請求をすることができることとされているが，当該不服申立てについては，
厚生労働大臣に審査請求をすることなく. 処分の取消しの訴えを提起することも

できる。
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::4Ei量同 ffpf?名;主計Jf官品EJ21法!5212?223。〉
A  誤り。厚生労働省令で定める種類の事業を労働者を使
用しないで行うことを常態とする者(一人親方やその他
の自営業者)が行う事業に従事する者( 家族従事者など)
も，特別加入をすると， 労災保険法が適用される (法33
条 1項 4号， 35条)。
B  正しい( 法33条 1項 2号. 34条)。中小事業主の行う
事業に従事する労働者以外の者( 家族労働者や法人企業
の代表権をもたない重役など) も特別加入できる。
C  正しい( 法 3条 1項)。任意適用事業及び適用除外に
該当する事業を除j 届出の有無にかかわ5す，適用事
業である。
D  正しい (労働保険審査官及び審査会法8 条 1項)。平
成28年 4 月施行の行政不服審査法の改正により， 13 月
を経過したときはすることができない」と，された。

290頁

289-29日頁

205頁

295頁

E  正しい (徴収法38条削除)。平成28年 4 月施行の行政 l 且 1296頁
不服審査法の改正により， 厚生労働大臣に審査請求をす
ることなく，処分の取消しの訴えを提起することもでき
ることとされた。
・不服申立て 因

保険給付に
関する決定

事業主かうの
資用徴収の処分

特別加入の
承認の処分

〔審査請求〕

* 不服申立て前置主義はとうれてい芯い。

〔提訴〕

裁判所

〔審査請求〕 〔提訴〕

裁半IJpfT*

〔提訴〕

裁判戸F

巨互園
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園



l択一式l保険給付
色白E h 長百蚕電量 皇室鹿A

Zコ[/ 1 ](/ ¥  
. 保険給付に関する; 欠の記述のうち，正しいものはどれか。

A  休業補償給付，又は傷病補償年金を受ける権利は，譲り渡し担保に供し，又
は差し押えることはできない。ただし休業補償給付又は傷病補償年金を受ける
権利を独立行政法人福祉医療機構が行う小口資金貸付事業の担保に供することは
できる。
B  障害補償年金又は障害年金の受給者の障害の程度が軽くなって一時金に相当す
る障害等級に該当することとなった場合には，受給済みの年金の合計額が新たな
障害等級に応ずる一時金の額に満たない場合に限り，その差額が一時金として支
給される。
C  傷病の状態が残った場合でも. その症状が安定し 疾病が固定した状態になっ
て治療の必要がなくなった場合には. 傷病発生以前の状態に回復していなくても，
傷病は治ゆしたものとして療養補償給付又は療養給付は行われない。

D  葬祭ギ| の請求は，実際の葬祭に要した費用を証明する書類を添付して行わなけ
ればならない。
E  支給決定の行われた保険給付の支払いを受ける権利( 年金の場合は，各支払期
月に生ずる支払請求権) は. 2年で時刻Jにより消滅する。
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::4EヨEl1 :雲??Efpf???32522fE霊長禁みまじ?題は
A  誤り。年金たる保険給付を受ける権利を独立行政法人
福祉医療機構が行う小口資金貸付事業の担保に供するこ
とはできる。休業補償給付は対象外である( 法12条の 5
第 2項)。
B  誤り。障害の程度が軽くなり，一時金に相当する障害
等級に該当することと なった場合には， 新たに該当する
障害等級の障害( 補償) 一時金が支給され. 障害( 補償)
年金の受給権は消滅する (法15条の 2 . 昭4l.l. 31基発
73)。

271頁

240頁

C  正しい (昭23. l. 13基災発 3)。症状が安定し疾病が | 阻 1230頁
固定した状態になって治療の必要がなくなった場合には，
治ゆしたものとして，療養補償給付又は療養給付は行わ
れない。
D  誤り。葬祭料の額は 31万 5千円に給付基礎日額の30 I 岨J255頁
日分を加えた額であるが，その額が給付基礎日額の60日
分に満たない場合には. 給付基礎日額の60日分が支給さ
れる。したがって，葬祭料の請求時に， 実際の葬祭に要
した費用を証明する書類を添付する必要はない (則17条
の2第 3項)。
E  誤り( 法42条. 11百4l.l. 31基発73)。支給決定のあった| 匝1297頁
保険給付の支払いを受ける権利 ( 年金の場合は. 各支払
期月に生ずる支払請求権) は. 公法上の金銭債権として
会計法30条の規定が適用されるため. 5年で時効消滅す
る。

(iEM  1 M  
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園



E口医コ巨ゴ
i選択式l通勤の定義
ef・1). 但
- 次の文中の仁コの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め，完全な文章とせよ。

通勤とは，労働者が就業に関し，洲こ掲げる移動を，仁口こより行うことを
業務の性質を有するものを除くものとする。し、し、

1  

住居と就業の場所との聞の往復

厚生労働省令で定める就業の場所から仁E への移動
上記(l)に掲げる往復に仁己する住居間の移動 (厚生労働省令で定める要件
に該当するものに限る。)
なお，上記の(3)でいう「厚生労働省令で定める要件」とは，簡単にいえば，

仁日こ伴い，当該仁日の直前の住居と就業の場所との聞を日々往復すること
が当該往復の距離等を考慮して困難となったため住居を移転した労働者で、あって，

)
 
l
 
(
 
(2)  

(3)  

同居していた配偶者，子又は要介護状態にある一定のやむを得ない事情により，
父母 ・親族と別居することとなったものにより行われる移動であること，である。
労働者が，上記 1 の(1)から(3)に掲げる移動の経路を逸脱し又はその移動を中
断した場合においては，当該逸脱又は中断の聞及びその後の移動は，通勤としな

い。ただし当該逸脱又は中断，仁巴行為であって厚生労働省令で定めるも
のをやむを得ない事由により行うための最小限度のものである場合は，

2  

当該逸脱
この限りでない。

離婚④
⑦
⑪
 

付随① 次の就業の場所
連動第二の就業の場所
自宅

⑬ 
⑬合法的な通常の経路他の就業の場所

経済的な通常の経路及び方法

ささいな
合理的な範囲内の経路
転属

②
⑤

⑩
⑬
⑫
@
 

又は中断の聞を除き，

合理的な経路及び方法
日常生活上必要な

日常的な
後続

先行し 又は後続
私的な性質を有する

労働者災害補償保険法

① 
⑬ 

転任

配転

第 3 編

回
①
⑤
③

⑫
⑬

⑮
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園

::4EltIE週 32FZff22rZ2雪こ37てその逸脱中断後の扱いは本
通勤の定義では， I住居と就業の場所との閣の往復j の

ほか，いわゆる「複数就業者の事業場閣の移動J，I単身
赴任者の赴任先住居・帰省先住居間の移動 」も含まれる。

なお. 本間では触れ主主かっ
たが. 1の(2)の「厚生労働
省令で定める就業の場所」
とは労災保険の適用事業
に係る就業の場所特別加
入者( 個人タクシ業者等
を除く) に係る就業の場所
等とされている( 則6 条)。

その法律条文の内容を問うものである。ヨミに.本間は.

214頁

214頁

214頁

圃 「通勤」の定義に係る論点因

@ 就業に関しとは
住居と就業の場所との往復行為が，業務と官接な関連を
もって行われることをいう。
@ 住居とは
労働者が居住して日常生活の用に供している場所で，本
人の就業のための拠点となるところをいう。通常は自宅を
さすが. 自宅以外の場所が「住居」とされることがある。
の 就業の場所とは
業務を開始し又は終了する場所をいう。本来の業務を
行う場所のほか，r物品を届けてその届け先から帰宅する
場合の当該届け先」なども含む。
@  合理的な経路及び方法とは
住居と就業の場所とを往復する場合に. 一般的に労働者
が用いると認められる経路及び手段等をいう。
@  業務の性質を有するものを除く とは
「業務の性質を有するもの」は，通勤災害ではなく， 業

務災害の問題となる。

合理的な経路及び方法 (法 7条 2項)
他の就業の場所 (法 7 条 2 項 2 号)
先行し 又は後続( 法 7 条 2 項 3 号)
転任 (則 7条)

①
⑫
⑮
③
⑤
 

A  
B  
C  

C亘コ
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215頁

1 0・チャレンジ予想問

219頁日常生活上必要な (法 7条 3項)
D  

E  




